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第1 三重県のプロフィール

1位置と地勢

三重県は、日本列島のほぼ中央に位置し、東西約80km、南北約 170kmの南北に細長い県

土を持っています。

また、北部は商工業が盛んな地域である一方、南部は伊勢志摩国立公園や世界遺産熊野

古道などの地域資源を有し、都市的機能と豊かな自然とのバランスがとれた地域となって

います。

県内総生産の推移 千人 地域別観光入込客数の推移(全国基準)
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2 人口と面積
平成30年 10月1日現在の人口は、約 179万人で、都道府県別の全国順位は22番目の多

さになっています。また、平成30年 10月1日の総面積は5，774.42凶で、全国第25位の

広さになっています。
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3 交通アクセス

人口・世帯の推移
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県統計課「三重県の人口」

三重県は、中部圏と近畿圏の両方に属していることもあり、鉄道のほか、東名阪自動車

道や第二名神高速道路などの高速道路、幹線国道が充実し、二大都市圏へのアクセスが大

変便利になっています。

また、四日市港、中部国際空港など海外からのアクセスも充実しています。



面積(ha) 企業立地の実績

※順位は立地面積田も田 件数
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例えば、津市から大阪市までの所要時間は、自動車で約2時間、鉄道で約1時間 30分、

名古屋市までは、自動車で約1時間、鉄道で約50分となっています。

このようなアクセスの良さもあって、平成10年から平成29年までの聞に、三重県内にお

いて取得された企業の工場用地(千ぱ以上)の面積は、 10，868千rriとなり、全国に占める

割合は約3.6%(全国第10位)となっています。

4 産業

三重県は、園内でも有数の石油化学コンビナートを有するとともに、半導体、液品、自

動車などの先端産業が発達しています。

こうした状況は統計面でも現れています。平成30年工業統計調査によると、平成 29年

の製造品出荷額等は 10兆 5，034億円で、全国第9位の規模となっています。

また、農林水産業では、なばな、サツキ、つつじ、茶、ヒノキなどの生産量が全国的に

も上位にあり、伊勢エビやカツオなどの漁獲量も多く、自然に恵まれた本県ならではの特

性となっています。

なお、 1人当たりの県民所得は、平成20年秋以降の米国発の世界的な金融危機の影響か

ら、企業収益が大きく悪化したことに伴い、平成20年度から減少に転じ、その後横ばいの

状況が続いていましたが、平成 24年度から上昇に転じ、平成 28年度は前年度より 4.3%

増加して315万5千円となっています。

製造品出荷額等(平成29年)
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第2平成30年度一般会計・特別会計歳入歳出決算のあらまし

1全体の概要

(1 )歳入

歳入総額は、一般会計主主7，324億円、特別会計津3，620億円(借換債除き 3，023億円)で、合わせて

1兆944億円(借換債除き 1兆348億円)となり、借換債を除いた前年度の金額に比べ二盤金置

は、8億円、 0.1%減少、特別会計は、 1.598億円、 112.2%増加しています。

(参考)

区 分 予算現額(A)歳入総額(B) 差(A-B) 収入未済額注 不納欠損額注
29年度 7，624 7，332 292 83 3 

般 30年度 7，543 7，324 219 89 3 

53: 増減額 ム 81 ム8 ム 73 6 ムo
言十 増減率 ム1.1目 ム0.1目 ム25日目 6.6百 .6.3.5% 

特 29年度 2.D46 2，030 16 36 

見IJ 30年度 3，618 3，620 ム2 31 7 

会 増減額 1，572 1，590 ム 18 ム5 5 

計 増減率 76.8% 78.3% .6.113.5百 ム14.5% 361.9% 

合 29年度 9，670 9，362 308 120 4 

30年度 11，161 10，944 217 120 10 

計
増減額 1，491 1，582 ム 91 。 5 
i曽減率 15.4目 16.9百 .6.29.5% 0.2百 122.6目|

(単位:億円)

*それぞれの金額を四捨五入しているため、合言博が合わない場合があります。

増減率は千円単位の数値を用いて計算しています。

【{昔換債除き竺三̂ 】 (単位・億円)
(参考)

区 分 予算現額(A)歳入総額(B) 差(A-B) 収入未済額注 不納欠損額注
29年度 7，624 7，332 292 83 3 

般 30年度 7，543 7，324 219 89 3 

会 増減額 ム 81 .6.8 .6. 73 自 ムロ

言十 増減率 .6.1.1% .6.0.1 % ム25.日目 6.6世 ム3.5目

特 29年度 1，441 1，425 16 36 

見1] 30年度 3，021 3，023 .6.2 31 7 

会 増減額 1，580 1，598 .6. 18 ム5 5 

言十 増減率 109.7% 112.2覧 ム113.5% .6.14.日 361.9% 

dロ』 29年度 9，065 8，757 308 120 41 

30年度 10，565 10，348 217 120 10 

言十
増減額 1，500 1，591 .6. 91 。 5 

増減率 16.5目 18.2目 ム29.5目 0.2目 122.6% 

*29年度は、特別会計において605億円の借換債を発行しています。

30年度は、特別会計において596億円の借換債を発行しています。

増減率は千円単位の数値を用いて計算しています。
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(2) 歳出

歳出総額は、一般会計 7，157億円、特別会計 3，566億円(借換債除き 2，970億円)で、合わせて

1兆723億円(借換債除き 1兆 127億円)となり、借換債を除いた前年度の金額に比べ二盤金置

は、 58億円、 0.8%減少、特別会計は、 1.567億円、 111.7%増加レています。

~.Iiit;; 

区 分 予算現額(A) 歳出総額(B) 差(A-B)
差(A-B)の内訳

翌年度繰越額 不用客E
29年度 7.624 7，215 409 348 61 

般 30年度 7.543 7，157 387 345 42 
d2』2Z 増減額 ..6. 81 ム 58 ム22 ム4 ..6. 19 

言十 増減率 ム1.1% ..6.0.8目 ム5.4百 ム1.0% ム30.5目

特 29年度 2.046 2，008 38 26 12 

!iJIJ 30年度 3.618 3.566 51 25 26 

~ え 増減額 1，572 1.558 13 ム 1 15 

言十 増減率 76.8弛 77.6百 35.7% ム4.6也 125.2% 

dロ"" 
29年度 9，670 9.223 447 374 72 

30年度 11，161 10.723 438 369 68 

言十
増減額 1.491 1，500 ..6.9 ..6.5 ム4

増減率 15.4% 16.3百 ム2日目 ム1.3% ム5.4目

*それぞれの金額を四捨五入しているため、合計等が合わない場合があります。

増減率は千円単位の数値を用いて計算しています。

II日 T虫1.匝 P串c' 、-~、』 1・司孟1.!L: VtS¥ n ) 

予算現額(A)歳出総額(B) 差(A-B)
差(A-B)の内訳

区 分 翌年度繰越額 不用額

29年度 7，624 7.215 409 348 61 

自E 30年度 7，543 7.157 387 345 42 

会 増減額 ..6. 81 ム58 ..6. 22 ..6.4 ム 19

言十 増減率 ム1.1% ..6.0.8% ム5.4目 ..6.1日目 ..6.30.5百

特 29年度 1.441 1，403 38 26 12 

見Ij 30年度 3，021 2.970 51 25 26 

会 増減額 1.580 1，567 13 ム 1 15 
計| 増減率 109.7百 111.7% 35.7目 ..6.4.6国 125.2目

合
29年度 9，065 8，618 447 374 72 

30年度 10，565 10，127 438 369 68 

言十
増減額 1，500 1，509 ム9 ..6.5 ..6.4 

増減率 16.5目 17.5拓 ..6.2.0日 ム1.3目 ..6.5.4目

*29年度は、特別会計において605億円の借換債を発行しています。

30年度は、特別会計において596億円の借換債を箔子しています。

培減率は千円単位の数値を用いて計算しています。
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億円
歳入・歳出総額の推移(一般会計)
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歳入総額、歳出総額は平成13年度以降、景気の低迷や三位一体改革による地方交付税などの財源

圧縮、また、投資的経費の縮減などにより年々減少しました。平成20年度からは、国の景気対策等

に伴い増加に転じましたが、平成22年度には国の雇用・経済対策に関する国庫支出金等が減少し、

その後は、ほぼ横ばいで推移しました。平成27年度は地方消費税の税率引上げの平年度化などによ

り増加となりましたが、平成28年度以降は減少傾向となっています。

用語の説明

・一再強計、特別会計
一般会計とは、地時公共団体の会計の基本的なもので、下記の特別会計に属しないすべての歳入、
歳出を経理する会計のこと。
特別会計とは、地方公共団体が特定の事業を行うにあたって、一般の歳入歳出と区分して経理する
必要がある場合に、各団体の条例で別個に設置された会計のこと。

・収入未済額
地方公共団体が歳入を徴収しようとする際に、調定(予定される収入金額を決定する行為)を行っ
たにもかかわらず、出納閉鎖日までに収納されなかった金額。この収納未済金は翌年度に繰り越され、
引き続き督促等を行い徴収に努めることとなる。

・不納欠損額
調定した歳入が、督促等を行ったにもかかわらず納付されずに時効カt到来してしまったものなどに
ついて、損失として処分を行った金額。
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2 一般会計の決算内容

(1 )歳入

ア概 要

歳入総額は 7，324億円で、前年度に比べ B億円、0.1%の減少 ffi29: 7， 332億円→H30: 7， 324 

億円)となっています。

科 目 29年度 30年度
対前年度比較
増減額 伸び率

県 税 246，300 265，933 19，632 8.0百
地方消費税清算金迄 62，612 66，854 4，242 6.8% 

地 方 E裏 与 税 29，277 32，718 3.441 11.8目
地方特例交付金注 817 931 113 13.9百

地 方 交 付 手見 139.275 137，944 ム 1，331 ム1.0目
交通安全対策特別交付金 485 431 ム53 ム 11.日目
分担金及び色担金 1.783 2.248 465 26.1目
使用料及び手数料 9，359 9，213 .6. 146 ム1.6目
国 庫 支 出 金 80.539 74，865 ム5，674 ム7日目
財 産 ~j( 入 1，710 1.224 .6. 486 ム28.4拡
寄 日付 金 55 55 。 0.1目
繰 入 金注 14，513 6，921 ム7.592 ム52.3%
繰 越 金 12.675 10，766 ム 1，909 ム 15.1覧
諸 ~j( 入 14，926 17.778 2.851 19.1 % 
県 債 118.881 104，557 ム 14，324 ム 12.0出
合 自十 733，208 I 732，438 ム771 ム0.1%

(単位.百万円)

* それぞれの金額を四捨五入しているため、合計等が合わない場合があります。

歳入予算額との比較では、219億円の減収(昨年度292億円の減収)となっています。

乙れは、繰越により、国庫支出金や県債等が翌年度に収入されること等によるものです。
注

(繰越に伴う主な未収入特定財源 :国庫支出金 150億円、県債67億円)

イ増減の主なもの

・県税収入但29: 2，463億円→H30: 2， 659億円、対前年度 196億円、 8.0%増)は、法人所得の

好調による法人事業税、法人県民税の増や、消費の回復基調による地方消費税の増などによ

り増加しています。

-法人事業税

・法人県民税

.地方消費税

。129: 532億円→H30: 639億円
ffi29: 84億円→H30: 115億円

佃29:49H意円→H30: 551億円

107億円、

31億円、

52億円、

20.2%増)

36.8%増)

10.5%増)

-地方消費税清算金 (H29: 626億円→H30: 669億円、対前年度42億円、 6.8%増)は、全国的

な地方消費税収の増により増加しています。

-地方譲与税佃29: 293億円→H30: 327億円、対前年度34億円、 11.8%増)は、全国的な法

人所得の好調による地方法人特別譲与税の増により増加しています。
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-国庫支出金 CH29: 805億円→H30: 749億円、対前年度57億円、 7.0%減)は、施設整備に係

る事業量の減に伴う合板・製材生産性強化対策事業費補助金の減や、特別会計への移行に伴

う国民健康保険財政安定化基金補助金の皆減などにより減少しています。

財政調整基金主繰は、-繰入金 CH29: 145億円→H30: 69億円、対前年度76億円、 52.3%減)

入金の減などにより減少しています。

-県債佃29: 1. 189億円→H30: 1. 046億円、対前年度143億円、 12.0%減)は、減収補てん債
の皆滅や、三重あi!iGスポーツの社伊勢の整備費の減などに伴い減少しています。

|款別歳入決算額対前年度比較|
lj1.fl 百万円
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主な収入(県税・地方交付税・県債)の推移
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ウ収入未済額・不納欠損額

収入未済額は 89億円 a29: 83億円→H30: 89億円、対前年度6億円、 6.6%増)で、前年

度に比べ増加しています。

主なものは、諸収入で59億円、県税で30億円です。

不納欠損額は 2.7億円。129: 2. 8億円→H30: 2.7億円、対前年度O.1億円、 3.'5%減)で、

前年度に比べ減少じています。

内訳は、県税2.4億円、諸収入0.4億円です。

用語の説明

・地方向欝精算金
都道府県は、地方消費税額に相当する額について、消費に関連した基準によって都道府県聞におい
て清算(地方消費税清算量的する仕組みとなっている。また、地方消費税は都歯根税であるが、税
収入のν2は「地方消費税交付釦として市町村に交付される。

-地方特例交付金
平成30年度における地方特例交付金は、「減収補填特例交付釦である。
「減収補填特例交付釦は、個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う地方公共団
体の減収を補填するために交付されるもの。

-繰入金
事業遂行に必要な財源カ河=足する場合などに、必要に応じて資金を繰り入れるもので、一般会計、
特別会計問相互の繰入金と基金からの繰入金の2種類がある。

-未収入特定財源
予算の繰越手続により経費の一部を翌年度に繰り越して使用する場合には、これに見合った財源も
翌年度に繰り越さなければならないこととされている。この財源としては、当該年度の一般財源(県
税、地方交付税など使途が特定されておらず、どのような経費にも使用できるもの)や収入済みの特
定財1原(使途が特定されているもの)のほか、当該年度には収入されていないが、翌年度に収入する
ことが確実な未収入特定財源が認められている。

-財閥司整基金
年度聞の目指原の不均衡を調整するために積み立てられた積立金で、基金の形態をとる。地方公共団
体の財政運営に当たっては、単年度の収支の均衡がとれればそれで足りるという乙とではなく、後年
度の財政への影響について配慮し、長期的な観点に立って財政運営を行うことが求められることから、
余裕財源が生じた場合には財政調整基金への積み立てを行い、年度聞の調整を講ずべきこととされて
いる。(地l方財政法第4条の3)
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(2) 歳出

ア概 要

歳出総額は7，157億円で、前年度に比べ58億円、0.8%の減佃29:7，215億円→H30: 7， 157億

円)となっています。

(単位:百万円)

科 目 29年度 30年度
対前年比較
t曽減車E イ申1$率

5義 会 費 1.450 1，433 ム 17 ム 1.2%
総 務 費 38.985 38.336 ム 649 ム1.7目
民 生 費 107，104 101，944 ム~，16Q ム4.8百
衛 生 費 30，346 27.289 ム3.057 ム 10.1% 
労 {動 費 2，144 2，037 ム 107 ム 5.0目
農林水産業費 35.154 32.515 ム 2.639 ム 7.5%
商 エ 費 10.409 11.647 1.238 11.9弛
土 木 費 73，332 76.610 3.278 4.5百
警 察 費 38.272 36，933 /';. 1.339 ム3.5百
教 育 費 169.035 165.928 ム3.107 ム 1.8%1
災害復 |日 費 7.344 10.393 3，049 41.5目
公 債 費 120.530 117.265 ム 3.265 ム2.7%
Z者 支 出 金 87.386 93.326 5.941 6.8% 
dロh 言十 721.492 715.657 ム 5.835 ム0.8%

* それぞれの金額を四捨五入しているため、合計等が合わない場合があります。

歳出予算額との比較では、387億円の差額(昨年度409億円の差額)が生じています。

これは、年度内に事業が完了せず翌年度に繰り越された事業費と、執行されずに残った不用

額によるものです。

イ増減の主なもの

・民生費 a29:1. 071億円→H30: 1.019億円、対前年度52億円、 4.8%減)は、介護サービス
基盤整備補助金の補助対象施設の減に伴う介護基盤整備関係事業費の減少佃29: 31億円→

H30 : 7億円、対前年度 24億円、 76.3%減)や、国民健康保険財政安定化基金積立金の皆減

による国民健康保険行政事務費の減少 (H29:179億円→H30:151億円、対前年度27億円、

15.4%減)などにより減少しています。

-衛生費 (H29: 303億円→H30: 273億円、対前年度31億円、 10.1%減)は、桑名市源十郎新

田事案の前期対策工事の終了による環境修復事業費の減少 (H29: 31億円→H30: 17億円、対

前年度 14億円、 44.5%減)や、救急・へき地医療施設設備整備費補助金の補助対象施設の減

に伴う救急医療対策費の減少 (H29: 17億円→H30: 7億円、対前年度 10億円、 59.8%減)な

どにより減少しています。

-土木費 (H29: 733億円→H30: 766億円、対前年度 33億円、 4.5%増)は、道路維持交付金

事業費の増加 a29: 32億円→H30: 52億円、対前年度20億円、 62.7%増)などにより増加

しています。

【 10-



-教育費 (H29: 1， 690億円→H30: 1， 659億円、対前年度31億円、1.8%減)は、松阪あゆみ特

別支援学校の整備終了に伴う特別支援学校施設建築費の減少 (H29: 21億円→H30: 3億円、

対前年度19億円、 87.7%減)などにより減少しています。

-公債費 (H29: 1， 205億円→H30:1. 173億円、対前年度33億円、 2.7%減)は、県債管理特別

会計繰出金の減少 (H29: 1， 203億円→H30:1， 171億円、対前年度 32億円、 2.7%減)

などにより減少しています。

-諸支出金 (H29: 874億円→H30: 933億円、対前年度59億円、 6.8%増)は、地方消費税清算

金・都道府県清算金の増加 (H29: 486億円→H30: 532億円、対前年度46億円、 9.4%増)や、

地方消費税交付金・市町交付金の増加 (H29: 316億円→H30: 338億円、対前年度22億円、

6.9%増)などにより増加しています。

款別歳出決算額対前年度比較
単位剖万円
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ウ翌年度繰越額

繰越額は、345億円 (H29: 348億円→H30: 345億円、対前年度4億円、1.0%減)で、前年度

に比べ減少しています。

主なものでは、款別に土木費 199億円、農林水産業費109億円などです。

工不用額

不用額は、42億円 (H29: 61億円→H30: 42億円、対前年度 19億円、 30.5%減)で、前年度

に比べ減少しています。

主なものでは、民生費8億円、総務費、衛生費及て瀬育費で各6億円などです。
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(3)一般会計の収支

(単位・億円)

歳入総額 歳出総額 形式収支 繰越すベ 実質収支 単年度収支 財調基金 財調基金

年度 。き財源 E F 積立緩 取崩額
A B (A-B) D (C-D) (E-前年度E) G H 

29年度 7，332 7，215 117 98 19 ム14 1 53 

30年度 7，324 7，157 168 104 64 45 34 7 

* それぞれの金額を四捨五入しているため、合計等が合わない場合があります。

ア収 支

形式収支達は、 1愉68億円のプラスで、前年度に比べ5引l億円増加しました。

実質収支

単年度収支3注主は、4符51;億意円のプラスで、前年度に比べ59億円増加しました。

県債繰上

償還額

。
。

実質単年度収支注は、 71億円のプラスで、前年度に比べ136億円増加しました。
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用語の説明

-形式収支
一会計年度における歳入給額から歳出総額を単純に差し引いたもの。
翌年度への繰越事業が発生した場合には、その支出に充てることが予定されていた財源のうち、す
でに収入済みのものは使用されずに残るため、繰越額が多くなれば形式収支も増えることとなる。

・実質収支
上記の形式収支から、翌年度へ繰り越すべき財源(繰越事業の支出に充てる財源のうち、すでに収
入済みのもの)を差し引いたもの。本来当該年度に属すべき収入と支出の差であり、財政運営の状況
を判断するひとつの基準になる。

-単年度収支
前年度以前の影響を排除するため、前年度の実質収支を控除し、当該年度だけの収支を捉えるもの。

-実質単年度収支
単年度収支の中には、実質的な黒字要素や赤字要素が含まれていることから、これらを加除し、単
年度収支が実質的にはどうであったかを表すもの。

単年度収支+財政調整基金積立金+地方債繰上償還額一財政調整基金取り崩し額
(黒字要素) 鳴字要素) t赤字要素)
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3 特別会計の決算内容

(1 )歳入

収入済額は 3，620億円で、前年度と比べ、 1，590億円、 78.3%の増となっています。

また、予算現額に対する比較では、 2億円の増収となっています。

収入済額の主なものは、

県債管理

国民健康保険事業

流域下水道事業

などです。

1，772億円(対前年度 40億円、 2.2%減)

1，634億円(対前年度皆増)

151億円側前年度 3億円、 2.2%減)

収入来済額は 31億円で、前年度と比べ、5億円、 14.5%の減で、内訳は母子及び父子並びに寡婦

福祉資金貸付事業4億円、中小企業者等支援資金貸付事業等27億円など、となっており、それぞれ

生活困窮、経営不振などによって発生しているもので、す。

(歳入の内訳) (単位:百万円

未収入
収入済額対前年比較

会 計 見IJ予算現額 収入済額 収入未済額 不納欠損額
特定財源 増減額 伸び率

県 債 管 理 177.257 177，238 i'!. 3.965 ム 2.2目

総合医療セン告ー資金貸付 1.554 1，529 i'!. 274 i'!. 15.2目

国民健康保険事業 161，548 163.367 163，367 皆増

母子父子寡婦福祉資金
465 504 372 64 14.5% 

貸 イ寸 事 業

あすなろ学園事業 ム 140 皆滅

子 ども心 身 発達
医療セン告一事業

1.962 1，937 277 16.7目

就農施設等資金貸付事業等 113 113 40 ム6 ム 4.6百

地方卸売市場事業 161 161 5 i'!. 97 ム 37.7覧

林業改善資金貸付事業 626 626 10 E ム 189 ム 23.2出

沿岸漁業改善資金貸付事業 347 346 26 16 4.7% 

中小企業者等支援資金
691 875 2.665 683 257 41.6目

貸 {す 事 業 等

港 j書 整 備 事 業 166 168 。 0.0目
流域下水道事業 16.873 15，114 2.229 i'!. 334 i'!. 2.2百

計 A 361.763 361，978 3.119 689 2;229 158.976 78.3% 

前年度 B 204.593 203.002 3，648 149 2.340 

ト¥金額A-B 157，170 158.976 ム 529 540 i'!.110 
前年比

伸率A/B(%) ム 4.7目76.8目 78.3百 ム 14.5百 361.9首

* それぞれの金額を四捨五入しているため、合計等が合わない場合があります。
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(2)歳出

支出済額は3，566億円で、前年度と比べ 1，558億円、77.6%の増となっています。

支出済額の主なものは、

県債管理

国民健康保険事業

流域下水道事業

1. 772億円(対前年度40億円、 2.2%減)

1. 602億円(対前年度皆増)

141億円(対前年度 2億円、1.6%減)

などです。

翌年度繰越額は 25億円で、前年度と比べ 1億円、4.6%の減となっています。これは、流域下水

道事業によるものです。

不用額は26億円で、前年度と比べ15億円、 125.2%の増となっています。主なものでは、国民健

康保険事業が 14億円、沿岸漁業改善資金貸付事業配腕域下水道事業が各3億円などです。

(歳出の肉訳) (単位.百万円、%)

翌年度 支出済額対前年比較
~ 陶 計 )jIJ 予算現額 支出済額

繰越額
不用額

増減額 伸び率

県 債 管 理 177，257 177，238 19 ム 3，965 ム 2.2目

総合医療センター資金貸付 1，554 1，529 25 ム 274 ム 15.2百

国民健康保険事業 161，548 160，170 1，378 160，170 皆増

母子父子寡婦福祉資金
465 216 249 ム40 ム 15.5出

貸 付 事 業

あすなろ学園事業 。 。 。ム 140 皆減

子 ども 2心 身 発 逮
1，962 1，937 26 277 16.7目

医療センタ 事業

就農施設等資金貸付事業等 113 63 50 ム 18 ム 22.6%

地方卸売市場事業 161 160 ム 97 ム37.7百

林業改善資金貸付事業 626 417 209 ム 94 ム 18.4目l

沿岸漁業改善資金貸付事業 347 。 347 ムO ム44.2目

中小企業者等支援資金
691 684 7 246 56.3国

貸 f寸 事 業 等

港 湾 整 備 事 業 166 160 6 ム6 ム 3.6百

流域下 水道 事業 16，873 14，075 2.482 317 ム 234 ム1.6百

言十 A 361，763 356，648 2，482 2，633 155，825 77.6目

前年度 B 204，593 200，823 2，601 1，169 

金額 A-B 157，170 155，825 ム 119 1，464 
前年比

伸率AlB 76.8目 77.6% ム4.6百 125.2目

* それぞれの金額を四捨五入しているため、合計等が合わない場合があります。

守
，
』
ー



!jl.{j'(.百万円

160，170 

180，000 

160，000 

140，000 

120，000 

j{I0，000 

80，00U 

(;0，000 

40，000 

20，0叩

246 277 。
... 234 

県
債
管
理

旋
緩
下
水
道
事
業

..， 
港
湾
畳
備
事
業

中
小
企
業
者
等
主
揖
貴
金
貸
付
事
衆
等

"0 
沿
岸
漁
業
改
善
賞
金
貸
付
事
業

"94 

祢
業
改
善
資
金
貸
付
事
業

.." 
地
方
卸
売
市
婚
事
業

.." 
就
農
施
睦
等
資
金
貸
付
事
業
等

子
ど
も
心
身
発
達
臣
様
セ
ン
タ
ー
事
業

... 140 

小
児
心
療
セ
ン
タ
ー
あ
す
な
ろ
学
園
事
業

"40 

母
子
且
ぴ
父
子
並
び
に
穆
婦
福
祉
資
金
貸
付
事
業

国
民
健
康
保
険
事
業

... 274 

総
合
匡
嬢
セ
ン
タ
ー
資
金
貸
付

... 3，965 

20，000 

用語の説明

・特別会計
特別会計とは、地方公共団体が特定の事業を行うにあたって、一般の歳入歳出と区分して経理する
必要がある場合に、各団体の条例で別個に設置された会計のことで、本県には以下の特別会計が設置さ
れている。
県債管理]
県債の管理白金、利子の支払い、満期一括償器県債の償還に備えた積立等)を行う。
[総合医療センター資金貸付]
地方独法三重県立総合医療センターカ可子う建設改良事業等に必要な資金の貸付を行う。
【国民健康保険事業(平成30年度設置))
国民健康保闘宏に基づく三重県国民健康保険事業の円滑な運営とその経理を行う。
[母子及び父子並びに寡婦福祉資金貸付事業]
母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき、配偶者の無い女子又は配偶者の無い男子であって現に
児童を扶養しているもの、父母の無い児童及び母子・父子福祉団体もしくは寡婦に対して自立更生
等の資金の貸付を行う。
[子ども心身発達医療センター事業]
障がい又は発達に課題を有する子どもに医療及び福祉を提供するとともに、子どもの心身の健全
な発達に寄与するため、子ども心身発達医療センターを運営する。
L就農施設等資金貸付事業等]
旧農業改良資金助成法等に基づき過去に貸し付けた、農業の担い手が農業改良措置を実施するの
に必要な資金の償還金等の収支を経理する。また、青年等の就農促進のための資金の貸付け等に関
する特別措置法に基づき過去に貸し付けた、認定就農者の経営開始に必要な資金のイ策室金等の収支
を経理する。

[次ページベ続く)
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用語の説明
[地方卸売市場事業]
卸売市場法に基づき、劉蔵された地方卸売市場における生鮮食料品の円滑な流通を図るため、市
場の管理と卸売業者の育成等を図る。
[キ楳改善資金貸付事業]
林業・オ吋d産業改善資金助成法等に基づき林業経営の安定と生産の増強等に必要な資金の貸付を
行う。
[沿岸線業改善資金貸付事業]
沿岸鴻業改善資金助成法に基づき、漁業経営の安定と生産力の増弾等に必要な資金の貸付を行う。
[中小企業者等支援資金貸付事業等]
独立行政法人中小企業基盤整備機構法等に基づき、中小企業者等の経営の近代化一合理化を促進
するために必要な資金の貸付を行う。
[港湾劉蔚事業】
港湾劉薦及び地域開発のため、港湾改修事業と並行して織湾施設の維持管理を行う。
C対象港:四日市港を除く 19港湾)
[流域下水道事業]
下水道法に基づ、き、県が広域的に下水を受け入れる流域下水道の施設建設及~蹄管理を行う。

4 一般会計・特別会計の収支

歳入と歳出の差額である形式収支は、一般会計168億円、特別会計53億円で、合わせて221億

円の黒字となり、形式収支から繰り越すべき財源(一般会計 104億円、特別会計 3億円)を差

し引いた実質収支は、一般会計 64億円、特別会計51億円で、合わせて 114億円の黒字となって

います。

実質収支額は前年度に比べ、一般会計で45億円、特別会計で32億円増加しています。

(単位億円)

区 分
歳入総額 歳出総額 形式収支 形式収支(A-B)の内訳
(A) (B) (A-B) 翌年度繰越財源 実質収支

29年度 7.332 7.215 117 98 19 
自E 30年度 7.324 7.157 168 104 64 
会 増減額 ム8 ム58 51 6 45 
計 増減率 ム0.1目 ム0.8% 43.2百 6.1 % 237.5百
特 29年度 2.030 2.008 22 3 19 
!iJIJ 30年度 3.620 3.566 53 3 51 
d2』2Z 増減額 1.590 1.558 32 ム0 32 
計 増減率 78.3出 77.6略 144.6% ム3.4百 164.7目

合
29年度 9.362 9.223 139 101 38 
30年度 10.944 10.723 221 107 1141 

言十
増減額 1.582 1.500 82 6 761 
増減率 16.9拡 16.3目 59.1 % 5.8目 200.8%1 

*それぞれの金額を四捨五入しているため、合計等が合わない場合があります。

【実質収支額の処分】

一般会計の黒字64億円については、地方自治法第233条の2の規定により、31億B千万円(黒

字の1/2相当)を、7月31日に財政調整基金に積み立てました。

(前年度財政調整基金積立額 9億5千万円)

また、残額の31億7千万円と特別会計の黒字額51億円については、令和元年度に繰り越し

ます。

一19-



億円 実質収支額(一般会計+特別会計)の推移
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5財産に関する内容

(1)土地 平成30年度末現在高は、2，098万3，888.84m (約635万坪)で、前年度末現在高に
比べ、木曽岬干拓地の用地取得などにより 10万5，132.50m(約3万2千坪)増加し

ています。

(2)建物 平成30年度末現在高は、222万4，280.38m (約67万3千坪)で、前年度末現在高に
比べ、名張桔梗E高等学校の用途廃止などにより 4，706m(約1千坪)減少していま

す。

(3)債権 平成30年度末現在高は、266憶え736万円で、前年度末現在高に比べ、みえ地域コ

ミュニティ応援ファンド事業貸付金の減などにより57億3，493万円減少しています。

(4)基金 平成30年度末現在高は、現金、動産及r.J.有価証券を合わせ566億6，950万円で、

前年度末残高に比べ、財政調整基金及び県債管理基金への積立などにより 75億

4，361万円増加しています。

億円
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1，2∞ 

1，0∞ 
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。
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-n〆』



基金の状況

[単位百万円)

平成 29年度末 平成 30年度増減額 平成30年度末
基 金 名

現在高 積 立 額 取 崩 額 現在高

財 政 調 整 基 金
6.580 4.320 736 10.163 

災 害 救 助 基 金
1.069 56 1.124 

都市計画土地区画整理事業清算基金
432 。 432 

体 育 ス ポ ツ 娠 興 基 金
122 483 352 253 

福 祉 基 金
222 485 446 262 

昭和学寮顕彰人材育成基金
234 。 81 153 

中 企 業 振 興 基 金
524 600 350 773 

文 イヒ 援 興 基 金
197 11 38 170 

地 域 交 通 体 系 整 (庸 基 金
479 447 83 843 

環 境 保 全 基 金
2.232 527 358 2.401 

発電用施設周辺地域振興基金
584 。 23日 347 

中山間ふるさと・水と土保全基金
580 。 14 566 

介護保険財政安定化 基金
2.467 12 2.479 

森 林 整 備 t也 域 i舌 動 支 f量
6 。 6 

国民健康保険広場化等支援
131 114 245 

高 等 学 校 修 学 奨 学 基 金
1.660 212 83 1.789 

後期高齢者医療財政安定化基金
521 231 751 

ゐ、、 るさ と応 援寄 附金 基金
2 21 17 5 

j同 費 者 行 政 ;苦 性 化 基 金
54 。 13 41 

安 ，1) 」 ど も 基 金
449 。 449 

森林整備加速化・林業再生基金
156 125 117 163 

地境医療再生臨時特例基金
427 15 434 9 

南 部 地 域 ;舌 性 ft 基 金
15 。 6 g 

災害ホ・ランティ7支援及び特定非営利活動促進基金
16 17 

=重県国民体育大会運営基金
1.303 51 1.354 

農地中間管理事業等推進基金
451 1 77 376 

みえ森 と 緑の 県 民税 基金
102 1.117 1.134 84 

地域医療介護総合確保基金
1.199 1.515 1.804 日10

地域と若者の未来を拓〈学生奨学金返還支援基金
6 3 9 

伊 勢 志 摩 サ 、ー、句 ツ ト 基 金
142 1 36 107 

子 ど も 基 金
214 172 42 

国民健康保険財政安定化基金
3.398 411 231 3.578 

県 {責 管 理 基 金
23.367 3.806 415 26.758 

ι 計 49.126 14.780 7.236 56.669 ロ

*それぞれの金額を四捨五入しているため、合計等が合わない場合があります。
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別表款別の主な事業一覧

(単位:千円)

心、日款泳三山 川ド決算額 υ 。 iテパ主な事業ぷ(細事業名)にぐ?η l心事業費m|三三担当告書扇ぶ
議 会 費 1，433，109 議員報酬等 748， 838 議会事務局
草色 務 費 38， 336， 157 防災ヘリコプター運航管理費 262， 502 防災対策部

三重県防災行政無線運営協議会等負担金 145， 594 11 

住宅・土地統計調査費 95， 884 戦略企画部
職員退職手当 3， 268， 922 総 務 部

県庁舎等管理事業費 474. 144 11 

総合文化センター管理運営費 715， 000 環境生活部
隣保館運営費等補助金 248， 563 11 

木曽岬干拓地整備事業費 796， 372 地 i設連携部
市町村振興事業基金交付金 681，572 11 

体育スポーツ振興基金積立金 483， 066 11 

地域交通体系整備基金積立金 446，849 11 

=重交通G スポーツの社鈴鹿事業費 401，500 11 

民 生 費 101，943，781 介護給付費県負担金 22， 725， 641 医療保健部
後期高齢者医療費県負担金 16，526，961 11 

国民健康保険事業特別会計繰出金 9， 632， 001 11 

国民健康保険保険基盤安定負担金 5， 345， 447 11 

障害者介護給付費負担金 7， 809， 907 子ども・福祉部
教育・保育給付事業費 4，304， 173 11 

児童手当事業費 4， 264， 703 11 

衛 生 資 27， 289， 367 精神通院医療事業費 2， 845， 190 医療保健部
指定難病等対策事業費 2， 326， 057 " 
病院事業会計負担金 2，218，489 11 

環境修復事業費 1. 708， 392 環境生活部
生活基盤施設耐震化等補助金 649， 396 11 

労 働 費 2， 036， 765 戦略産業雇用創造プロジェク卜事業費 431. 266 雇用経済部
公共職業訓練費 266， 964 {{ 

労働者福祉対策資金貸付等事業費 258， 059 {{ 

農林水産業費 32，515，110 高度水利機能確保基盤整備事業費 2， 902， 654 農林水産部
治山事業費 1. 827， 864 {{ 

県単治山事業費 1. 715， 187 11 

県営かんがい排水事業費 1. 384， 781 {{ 

みえ森と緑の県民税基金積立金 1. 116， 959 』慢

国営等関連対策事業費 1. 098， 880 11 

商 工 資 11，646，516 地域産業調整事業費 3， 283， 475 雇用経済部
県内投資促進事業費 1. 682， 585 11 

小規模事業支援費補助金 1，332，417 11 

土 木 費 76，610，157 四日市港振興事業費 1. 508， 327 雇用経済部
直轄道路事業負担金 12， 496， 269 県土整備部
道路整備交付金事業費 9， 606， 670 11 

公共土木施設維持管理費 8， 128. 368 11 

河川整備交付金事業費 4， 011， 286 {{ 

内
4
J
v
n
，L 



れ 決算額ずヘ 棄な事業つ(細事業連~j…己 J 泳三事業費7ぷ ム必A!l:当部局言
警 察 費 36， 933， 245 人件費 28， 838， 083 響察本部

警察署庁舎整備費 405， 270 11 

県単交通安全施設整備費 386， 039 11 

教 =同'" 費 165， 928， 406 私立幼稚園振興等補助金 1. 376，141 子ども・福祉部
私立高等学校等振興補助金 4， 784， 968 環境生活部
私立高等学校等就学支援金交付事業費 1， 625， 467 11 

小学校人件費 53， 220， 102 教育委員会
中学校人件費 29， 541. 827 {{ 

高等学校人件費 28， 859， 516 11 

教職員退職手当 14，541，656 {{ 

高校生等教育費負担経減事業費 3， 932， 386 {{ 

校舎その他建築費 1. 511， 377 {{ 

災害復旧費 10， 392， 905 団体営災害耕地復旧事業費 824， 841 農林水産部
林道施設災害復旧事業費 325， 898 {{ 

平成29年災害土木(建設)復旧費 5， 239， 998 県土整備部
平成29年県単災害土木復旧費 1. 863， 905 {{ 

公 債 費 117， 264， 746 県債管理特別会計繰出金 117， 078， 707 総 務 部

諸支出金 93， 326， 355 地方消費税清算金・都道府県清算金 53， 196， 629 総 務 部

地方消費税交付金・市町交付金 33， 809， 625 {{ 

※金額は四捨五入しています。
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第3 県債及び一時借入金の状況(普通会計)

県債は、県が建設事業や災害復旧事業を行うなど、一時に多額の資金を必要とする場合、

この財源として総務大臣の同意を得て、または届出を行い、国等から長期に借り入れる資

金であり、後年度に一定の償還計画に基づき返還していくものです。

1 県債年度末現在高

県債の平成30年度末現在高は、普通会計では、約1兆4，052億円で、これは前年度に比

べ約81億円、 0.6%減少しています。
これを事業別にみると、その主なものとして、国の補助金等を受けて行う公共事業の

財源として借り入れる「公共事業等債」が24.3%を占めていることがわかります。

県債の借入先及び利率をみでみると、借入先は、その主なものとして政府資金が20.3%、

市中銀行が49.6%となっており、利率別では、利率1%以下のものが73.9%、利率2%以

下のものが98.8%を占めています。
次に、県債年度末現在高と県債依存度(歳入総額に占める県債発行額の割合)の推移

をみてみると、県債年度末現在高 (NTT債除く)は、平成 15年度末に約9，156億円で

あったのが、平成30年度末には約1兆4，052億円となり、平成 15年度末現在高の約1.5

倍になっています。

一方、県債依存度は、平成 25年度以降は減少傾向となっています。これは、平成 24

年度に建設地方債等の県債残高を減少させていく目標を設定して以降、真に必要な投資

には的確に対応しつつ、県債発行の抑制に取り組んできたことによるものです。

平成30年度における県債の年度末現在高(普通会計)

(ア)事業illj (単位:百万円) (イ)借入先別及び利率別 (単位・百万円)
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県債事業別現在高構成図(普通会計)

(四捨五入のため、合計1::合わない場合があります。)

県債依存度と県償年度末現在高の推移(普通会計)

(ア)県債依存度

(%) 

25D 
3
 
7
 
1
 

の
n
A
M寸1
 
7
 
3
 
1
 

2
 

d
u守1
 

5
 
4
 
1
 
0
 
4
 
1
 

依 20.0

存 15.0

度 10.0

5.0 

0.0 

県債借入先別構成図(普通会計)
(単位・百万円)

その他の
金融祖開等

98.041 
(7国)

地方公共団
体童融機構

121.317 
(86.) 

国の予算貸付・政府間部融関貸付 13.842(1.0帥

22.7 212 22E 

訓"山
1
 

1
 
8
 

5
 
8
 
1
 

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 

(イ)県債年度末現在高の推移

{傷口周}

14，αxl 

E園周県自青年度末現在高

=コ普通会計織出決算額

ー+ー県民1人あたりの県債現在高

12，αxl 

10，αxl 
8
 
9
 
9
 

曲7
 
8
 9156 9353 

8，0田

13906 14055 14133 14052 

{千円】

1000 

900 

11920 
田0 県

民
700 "1 

田O立
た

6776闇 6778圃 6749 圃 6575圃 67日置~461 "'O~56 j由。 り
県

明0 慣

残
由。高

200 

10圃 6651醐 65凹
師団田7068薗 67伺

6，0∞ 6申O圃 8申8

4，0凹

2，0∞ 

。
100 

H5 H6 H7 H8 H9 問O 出1 四2 ト回目4 悶5 同沼 田7 H回目9 H30 
。

2 一時借入金

一時借入金は、予算執行にあたって歳計現金(一会計年度における一切の収入または

支出に係る現金のこと)の資金繰りに不足を生じた場合、一時的に予算に定められた範

囲内で市中銀行から借り入れるものです。

なお、資金繰りの必要から、平成 30年度においては最大で約 326億円の借入を行いま

したが、全額年度内に償還しています。
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3 公債費・県債残高の推移(一般会計及び県債管理特別会計)

令和元年度までの県債残高の推移については、下表のとおりです。

県債残高については、建設地方債等と臨時財政対策債等の残高に区分し表示していま

す。建設地方債は公共事業等の建設事業実施に伴い発行するもので、その残高について

は、平成 19年度以降増加傾向でしたが、三重県行財政改革取組において県債残高の減少

に取り組んだ結果、平成25年度以降は減少傾向となっています。

臨時財政対策債は、平成 13年度以降発行しており、本来、地方交付税で地方に交付さ

れるべき金額について県債を発行するものですが、後年度の元利償還金に対し地方交付

税が交付されるため、実質的には国から交付される地方交付税と同様で、将来世代の県

民の負担増につながるものではありません。

公債費・県債残高の推移(一般会計及び県債管理特別会計)

現奮商
《億円〉

:fNif/f 
r($P1} 

"'" 

凡例

=年度末残高{臨時財政対集債等)

巴コ年度家残高{控除地方債等)

ー一公償資(合計)

z<施

1醐

之=

1醐 "'" 
'岬

，"'"' t師

'，，"， 

， ... 

帥∞
市調， " 凶16 I1 971 

叫に叫己主 '，~ 

醐

4周目 3抽
.，，， e.lce .，，， ，.鎗 7.717 7.646 ヲ鵬 自" 8，120 .醐 8踊 制特 @刷 司"泊3 7.1119 

"" 7脚 ?閣 "認 7.617 

"時 岬

岨

掴

。
"" " " 

悶 t・" " " " 叩 m 

" 
n " 
，. 
" " " " " 

四 隠元 年度

注) 1 年度末現在高は、平成30年度までは決算額、帝和元年度は6月補正後予算額に年度内補正見込額
を加算した額です。
2，臨時財政対策債等は、国の地方財政対策により決定される臨時財政対策債や災害に対応するため
の災害復旧事業債等、発行について県に裁量の余地のないものです.
3.公債費は、みえ地域コミュニティ応援ファンド及びみえ農商工連携推進ファンドの解体に伴い発
生する国の予算等貸付金債の償還金 (H29・8億円、 H30・32億円、 R元・ 20億円)を除いた数値
です。
4.市場公募債の償還に備えた積立のうち、積み立てを見送っている 100億円は試算に含まれていな
いため、別途積み立てる必要があります.

7
t
 

n
，ι
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第4 財政指標

1健全化判断比率等の状況

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく、平成30年度決算における健
全化判断比率 (4指標)および資金不足比率については、次のとおりです。

(1 )健全化判断比率及び資金不足比率(一覧表)

上段:比率(%)
早期健全

項 目 下段:実質収支額、 【参考】 H29算定値

資金剰余額(百万円)
化基準(%)

実質赤字比率 3. 75 
実質収支額 6. 352 (黒字) 実質収支額 1. 882 (黒字)

連結実質赤字比率

実質収支額 6， 352 実質収支額 1. 882 
公営事業資金剰余額 32，310 公営事業資金剰余額 31， 650 8. 75 

計 38，661 (黒字) 計 33， 532 (黒字)

実質公債費比率 1 4. 2 1 4. 2 25. 0 

将来負担比率 1 86. 2 1 89. 4 400. 0 

水道事業
資金剰余額 10， 857 (黒字) 資金剰余額 12，459 (黒字)

会A業計A ι 
工業用水道事業

資金剰余額 8， 047 (黒字) 資金剰余額 9， 733 (黒字)

金資
電気事業

資金剰余類 8， 654 (黒字) 資金剰余額 9， 243 (黒字)

比率不足 病院事業
資金剰余額 759 (黒字) 資金剰余額 1， 091 (黒字)

地方卸売市場事業
資金剰余額 1 (黒字) 資金剰余額 1 (黒字)

4特EZ計』311 E 港湾整備事業
資金剰余額 8 (黒字) 資金剰余額 13 (黒字)

流域下水道事業
資金剰余額 787 (黒字) 資金剰余額 785 (黒字)

※1 数値が記載されていない比率には、黒字(資金不足比率の場合は資金剰余額があること)のた
め、標記のルールにより r-Jを記載しています。

※2 資金不足比率については、「早期健全化基準」を「経営健全化基準Jに読み替えています。
※3 r早期健全化基準」は、財政の早期健全化の取組を必要とするかどうかを示すものです。その
基準値以上となると、財政健全化計画の策定の義務が生じます。なお、「早期健全化基準」より
更なる財政悪化を示す基準は、「財政再生基準」であり、この基準値以上となると財政再生計画
の策定義務が生じ、国の強い関与のもとで財政の再生をめざすことになります。
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(2)各指標の概要

ア実質赤字比率

一般会計等の収支の赤字の大きさを表す実質赤字比率は、収支が黒字であったため、

昨年度と向様に数値が算定されず、「ー」としています。

イ連結実質赤字比率

一般会計等に公営事業会計を加えた連結実質赤字比率も、収支が黒字であてコたため、

昨年度と同様数値が算定されず、 I-jとしています。

ウ実質公債費比率

当該年度の公債費負担の大きさを表す実質公債費比率については、昨年度と同債であ

る 114. 2%jとなっています。なお、早期健全化基準である25%を10%程度下
回っています。

エ将来負担比率

地方債残高などの負債の大きさを表す将来負担比率については、昨年度から 3. 2ポ
イント減少し、f186. 2 %jとなりました。なお、早期健全化基準である400%の
2分の1程度の数値となっています。

オ資金不足比率

公営企業会計の資金不足の大きさを表す資金不足比率については、水道事業などの企

業会計や地方卸売市場事業なと、の特別会計のいずれにおいても、資金不足が生じなかっ

たため、昨年度と同様に数値が算定されず、「ー」としています。
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(3)実質公債費比率及び将来負担比率の内訳

実質公債費比率(干円・%)

区分 H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算 分母比
'"利償還金(公債費充当 般財源等額)(1) 115，988，886 115，789，801 113，744，875 31.8 
満期 括償還地方債に係る年度割相当額(2) 4，000，000 4，683，333 5，350，000 1.5 

準元利
公営企業債の元利償還郵こ対する繰入金 (3) 2，994，940 2，821，843 2，921，551 0，8 
組合等が起こした地方債の元制償還釦こ対する負担金等(4) 1，057，844 969，873 971，921 0，3 

償還金
債務負担行為に基づ〈支出額(公憤費に準ずるもの)(5) 1，886，716 1，812，589 1，750，175 0，5 
一時借入金の利子(6) 902 1，165 746 。。
標準財政規模(7) 430，175，485 432，574，208 433，108，458 121，2 
算入公償責等の額 (8) 73，325，635 74，751，220 75，716，937 21，2 
(1) - (6)の合計一 (8) (日) 52，603，653 51，327，384 49，022，331 13.7 
分母 (7)ー (8) (10) 356，849，850 357，822，988 357，391，521 

~ 実質公償責比率(単年度)(9)/(10)xl00 14.7 14.3 13.7 
実質公債費比率(3か年平均) 14.3 14.2 14.2 

(5) の 内 訳

債務負担 国営土地世良事業森林鵠合田究所等が行う事業!こ悟るもの 803，385 700，656 649，108 0.2 
行為に基 地方公務員等共済組合に係るもの 364.394 402，178 403，801 0.1 
づく支出 その他上記に準ずるもの 600，713 598，228 595，688 0.2 
額 利手補給に係るもの 118.224 111.5<] 101.578 。。

将来負担比率〈千円・%)

区分 H29年度決算 H30年度決算 分母比
般会計等L係る地方債の現在高(11) 1，442，101，408 1，437.032，831 402.1 
債務負担行為に基づく支出予定額(12) 8，871，598 7，670，429 2.1 

将
公営企業僕等繰入見込額(13) 39，443，626 38，393，658 10.7 

来
組合負担等見込額(14) 10，507，805 10，287，185 2.9 

負
退職手当負担見込額(15) 188，707，065 178，459，679 49.9 

担
額

設立法人の負債額等負担見込額(16) 9，522 9，864 。。
連結実質赤字額 (17)
組合連結実質赤字額負担見込額(18) 

充当可 充当可能基金(19) 35，873，878 43，508，014 12.2 
能財源 充当可能特定歳入(20) 20，057，765 14，303，026 4.0 
等 基準財政需要額算入見込額 (21) 955，911，351 948，489，999 265.4 

(11)-(18)の合計 (22) 1，689，641，024 1，671，853，646 467.8 
(19)-(21)の合計 (23) 1，011，842，994 1，006，301，039 281.6 
標準財政規模(7) 432，574，208 433，108，458 121.2 
算入公債費等の額(8) 74，751，220 75，716，937 21.2 
分子(22)ー (23) (24) 677，798，030 665，552，607 186.2 
分母 (7)ー (8) (25) 357，822，988 357，391，521 1/0/00 〆

将来負担比率(24)/ (25) x 1∞ 189.4 186.2 
(12)， (13)， (16)の内訳

債務負担
国営土地改良事調こ係るもの 2，146.897 1.552，578 0.4 
森林総合研究所等的守う事業に係るもの 27，868 

行為に基
地方公務員等共済組創こ係るもの 3，009，961 2，759，497 0.8 

づく支出

予定額
依頼土地の買い戻Uこ係るもの 3，686，872 3，358，354 0.9 

流域下水道事業特別会計 32，747，521 31，957，362 8.9 

公営企業 病院事業会計 4，794，801 4，656，730 1.3 
債等繰入 地方卸売市場事業特別会計 1，017，263 1，048，253 0.3 
見込額 港湾整備事業特別会計 614，013 494，532 0.1 

水道事業会計 270，028 236.781 0.1 

設立法人 第二セウ者一等 9，522 9，864 。。
の負債額

等負担見
l込額

-
内

4
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健全化判断比率及び資金不足比率用語解説

|1 実質赤字比率l

一般会計と公営事業会計以外の特別会計(母子及び父子並びに寡婦福祉資金貸付

事業特別会計など)を対象として、毎年度における収支の赤字の大きさを示す指標

です。

※ 一般会計と公営事業会計以外の特別会計を合わせた概念を、以下「一般会計等」

とします。

実質赤字比率一
ト般会計等の実質赤字倒

画面調

|2 連結実質赤字比率|

一般会計等に加え、公営事業会計(すなわち、全会計)も対象として、毎年度に

おける収支の赤字の大きさを示す指標です。

なお、算定の過程で、全会計の黒字、赤字を足し合わせて、結果として赤字とな

った場合に、比率が算定されます。
連結実質赤字額は、全会計の黒字、

赤字を足し合わせ、トータルで赤字

となった場合に計上

連結実質赤字比率ー
|連結実質赤字綱-----

画面調

|3 実質公債費比率|

当該年度の公債費負担の大きさを示す指標です。乙の指標は、一般会計等の起債

に係る元利償還金のほかに、公営企業会計や一部事務組合の起債に係る元利償還金

に対する一般会計等の負担などを対象としています。

※各年度の実質公債費比率をもとに、過去3か年平均で算定します。

-地方債の元利償還金

・公営企業債の元利償還金に対する一般会計等からの負担 など

実質公債費比率 ーー

一元利償還金等に充当した特定財源
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|4 将来負担比率|

地方公共団体の借入金(地方債)など現在抱えている負債の大きさを示す指標で

す。
この指標は、地方公共団体全体の会計に加えて、地方公社、第三セクターの負債

までも対象として、将来、一般会計等の負担がどの程度あるかを示すものです。

-地方債の現在高

・債務負担行為に基づく支出予定額

-公営企業債の償還に充てるための一般会計等からの負担見込額
.退職手当負担見込額

.県が損失補償等を付している出資法人の負債に対する一般会計

等の負担見込額 など

将来負担比率=
厘豆亘豊富二(特定財源見込額1+1地方債現在高等に係る交付税算入見込樹)

l元利償還金等に係る交付税算入制

-将来負担額に充当した充当可能な特定財源

.将来負担額に充当可能な基金額

(財政調整基金、県債管理基金など)

|5 資金不足比率|

公営企業に係る資金不足の状況を示す指標で、各会計ごとに表します。なお、決

算年度の末日において資金不足(資金の赤字)が生じている場合に数値が算定され

ます。

-企業会計は、「流動負債ー控除企業債等一流動資産」

・特別会計は、「歳出額 歳入額(繰越明許費繰越額

や未収入特定財源を除<)J 

資金不足比率一

匿亙調/

極圏一一 -企業会計は、「営業収益の額一受託工事収益の額j

-特別会計は、「営業収益に相当する収入の額 受

託工事収益に相当する収入の額」

内
4
J
v

q唱
U



圃 対象会計の範囲(三重県の場合)

一般会計

特別会計
県債管理

総合医療セン告ー資金貸付

母子及び父子並びに寡婦福祉資金貸付事業

子どもI()身発達医療セン安一事業

就農施設等資金貸付事業等

林業改善資金貸付事業

沿岸漁業改善資金貸付事業

中小企業者等支援資金貸付事業等

ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー同回目回目ーー

国民健康保険事業

公営企業会計

企業会計(地方公営企業法適用)

水道事業

工業用水道事業

電気事業

病院事業

特別会計

地方卸売市場事業

港湾整備事業

流域下水道事業

(一部事務組合)
| 四日市港管理組合

(地方公社・第三セクター等)

| 土地開発公社
農林水産支援セン告ー など

一般

会計

等

公営

事業

会計
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2 財政指標の活用による財政状況の把握

(1 )財政指標設定とその目的

平成21年4月、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律(以下「地方財政健全化法」と

いう。)Jが施行されたことに伴い、地方公共団体は決算に基づく健全化判断比率を算定するこ

ととなりました。健全化判断比率は、これまでのフロー指標とともに、ストック指標も法律に

位置づけられ、また、地方財政の早期健全化又は再生の必要性を判断するため、その比率を厳

査委員の審査に付し、その意見を付けて議会に報告するとともに住民に公表することが義務づ

けられました。

地方公共団体は、議会や県民等の監視の下に、収支均衡のとれた財政運営を行い、財政の健

全性を確保していくことが必要であり、本県の財政状況に関し、議会や県民等の理解を深める

一助として、県議会からご提言いただきました「財政健全化に向けた提言Jのご趣旨をふまえ、

平成20年度決算より、本県独自の財政指標を設定しています。

平成30年度決算においても、各指標を算定し、以下にお示ししています。

今後とも、これらの財政指標を用いて、本県の財政状況を分かりやすくかっ客観的にお示し

していきます。

(2)財政状況のチェックの観点

ア財政収支均衡の観点

財政状況をチェックするには、第ーに、財政収支均衡の観点でのチェックが重要です。

地方公共団体が収支均衡した持続可能な財政運営を行っていくには、先ずは、弾力的な財政

構造を継続することが必要です。このことにより、予期せぬ情勢変化などにも柔軟に対応でき、

行政サービスを維持できる財源確保につながります。

このため、財政収支の面で現時点では実質収支がプラスで早期健全化団体に該当しない場合

であっても、将来的に実質収支がマイナスに近づきつつあり、リスクが高まっている財政構造

なのかをチェックするとともに、予期せぬ情勢変化に対応できる財源が確保されているかどう

かを合わせてチェックすることが重要です。

(目指すべき方向)

歳出削減等により財政構造の改善を図ると・-

=今財政構造の改善傾向が継続すると、経常的な一般財源の余剰幅が継続的に生まれる。

均一般財源の余剰が継続すると、基金などの将来に向けた財源確保が可能となる。

持予期せぬ情勢変化にも対応でき、収支均衡の財政運営が可能な状況に近づいていく。

(チェック内容)

①財政構造が安定的な収支均衡を継続できる状況なのか、収支がマイナスに陥る状況に近づ

きつつある状況なのか。

②情勢変化の際の財源不足に柔軟に対応できる財源が確保できているか。

イ負債(公債費)の大きさの観点

第二に、負債(公債費)の大きさの観点でのチェックが重要です。

「地方財政健全化法」においても、健全化判断比率として、単年度の公債費の大きさである

「実質公債費比率(地方債協議制度の中でこれまでも活用)Jに加え、実質的な負債等(将来負

担)の規模を測るストック指標である「将来負担比率」を規定しています。

これは、固からの交付税措置がなく、県民の負担増につながる負債(公僕費)の大きさが、

財政構造の硬直化と将来の財政収支のリスクにつながる要素となるからです。このため、単年

度の公債費やストック面での負債が大きすぎないかをチェックすることが重要です。

"hu 
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(目指すべき方向)

交付税措置のない地方債発行額を抑制すると・.. 

=今単年度の公債費負担の軽減につながるとともに、地方債残高が抑制傾向となる。

キ財政構造の改善が図られる。

キ財政収支の改善につながる。

(チェック内容)

固からの交付税措置がなく、県民の負担増につながる負債(公債費)は大きくないか。

ウフロー指標とストック指標の活用

第三に、これまでのフロー指標に加え、負債残高などを示すストック指標の活用が重要です。

これまでのフロー指標は、当該年度だけの財政状況しか示すことができず、将来の財政運営

上のリスクを把握することができませんでした。このため、負債残高や基金残高などを示すス

トック指標を活用し、将来的にも財政収支が均衡する状態なのかをチェックすることが重要で

す。

(3)具体的な財政指標

ア財政収支均衡の観点

「公債費を除く経常収支比率」で示され、一般財源に占める、義務的・経常的な行政

サービスの経費や人件費の経費の割合。

減少傾向であれば収支均衡を継続でき、増加傾向であれば、収支がマイナスに近づ

きつつある(硬直度が高まる)状況を示しています。人件費や事務事業等の歳出削減を

行うと、その成果が、短中期的に財政弾力度の高まりとして指標に現れます。

標準財政規模に占める、財政調整のための基金残高と実質収支の剰余額の割合。

財政調整のための基金や実質収支の剰余額は、翌年度の予算編成の際の財源不足を

補う貴重な財源であり、将来的に財源が確保される財政運営が重要です。歳出削減や

県税収入等一般財源の増加に伴い、財政構造の改善傾向が継続すると、基金などの財

源確保につながるため、中長期的に成果として現れる指標です。

イ負債(公債費)の大きさの観点

留保財源に占める、交付税措置のない単年度の公債費の割合。交付税措置のない地

方債発行を抑制すると、県債償還期間が10年以上であることから、中長期的に成果

として現れる指標です。(留保財源とは、歳入のうち交付税(基準財政収入額)に算入

されない財源で、交付税措置のない歳出に充てる財源とされています。)

「将来負担比率」で示され、標準財政規模に占める、交付税措置のない負債残高等の

割合。交付税措置のない地方債発行を抑制すると、もともとの県債残高の規模が大き

いことから、中長期的に成果として現れる指標です。
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ウその他の参考指標

①『プライマリーバランス~ (フロー指標)

地方債や基金に過度に頼らず、当該年度の歳入で行政サービスを提供しているかを示す

指標。

②『償還可能年限~ (ストック指標)

当該年度の償還財源で、現在の負債残高を全て無くすのに要する年限。地方債残高が小

さい場合や、償還財源が大きい場合、年限は小さくなる。

(4)財政運営にあたっての財政指標の活用
県財政の収支が安定的に均衡し、持続可能な財政運営を可能とするには、地方財政制度に基

づく財政運営を行うこと、また、全国自治体の歳入歳出の総計である地方財政計画に沿った財

政運営を行うことが重要です。

財政指標が全国自治体と比較し、悪化している指標については、改善の方向に転換するよう

財政健全化の取組をすべきであり、また、良好な指標については、全国自治体より悪化しない

よう財政運営に留意すべきです。

このため、本県の財政指標と全国自治体の財政指標を比較することが重要です。今後、こう

した財政指標を活用し、県の財政状況を多面的にチェックし、必要な行政サービスが継続的に

行えるよう、引き続き、事務事業の見直し等健全化の取組を行うことで財源を確保するととも

に、交付税措置のある有利で真に必要な地方債発行に努めることで将来世代への過度な負担転

嫁とならないような財政運営に努めていきます。
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|財政収支均衡の観点での分析
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負債(公債費)の大きさの観点での分析

「県民負担となる単年度公債費比率」の推移(フロー指標)
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第5 平成 30年度一般会計等財務書類4表

1 はじめに

本県では、貸借対照表及び行政コスト計算書について、平成 12年度決算

から作成し、ホームページに掲載してきました。その後、純資産変動計算書、

資金収支計算書を加えた財務書類4表を作成し、平成 20年度決算から「総

務省方式改訂モデル」に基づき公表してきました。

平成27年 1月に、総務省から地方公共団体に対し総務大臣通知が発出さ

れ、統一的な基準による財務書類等の作成を要請されました。具体的には、

原則として平成 29年度までに全ての地方公共団体において作成することや、

固定資産台帳が未整備である地方公共団体においては、早期に同台帳を整備

することが求められました。

この通知を受け、本県では平成 28年度決算から統一的な基準による財務

書類を作成しています。今回、平成30年度の財務書類4表を作成しました。

平成30年度は本県の持つ資産を精綴に財務書類に反映させるため、他県の

資産計上の考え方等も踏まえて、精査を行いました。

2 統一的な基準による財務書類4表の意義

0発生主義会計による現金主義会計の補完
現行の予算・決算制度に係る会計制度は単式簿記(※)による現金主義会

計を採用しています。現金主義会計は現金収支という客観的情報に基づくた

め、公金の適正な出納管理に資する一方、現金支出を伴わないコスト(減価

償却費、退職手当引当金等)を正確に把握することが困難という課題があり

ます。

統一的な基準においては現金主義会計の課題を補完するため、複式簿記

(※)による発生主義会計を導入することにより、現金主義会計では把握が

困難なストック情報(資産・負債)や見えにくいコスト情報(減価償却費等)

を正確に把握することができます。

(※)単式簿記と複式簿記

単式簿記(官庁会計):経済取引の記帳を現金の収入・支出として一面的

に行う簿記の手法

複式簿記(企業会計):経済取引の記帳を借方と貸方に分けて二面的に行

う簿記の手法
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0総務省方式改訂モデルとの相違点

従来の総務省方式改訂モデルは、主に決算統計数値を活用するものであり、

それぞれの取引情報について仕訳を行っていませんでした。また、固定資産

についても、個別の資産を評価するのではなく、決算統計数値から資産額や

減価償却累計額を算出し貸借対照表計上額としており、精度が不十分である

という課題がありました。

統一的な基準では、複式簿記に基づく発生主義会計の考え方のもと、それ

ぞれの取引情報に対して仕訳を行うことや、県が所有する固定資産を個別に

評価した固定資産台帳に基づいて財務書類を作成するととにより、さらに正

確性を増すことができます。このため、県民のみなさんや議会等に対し、よ

り正確な財務書類を開示することができます。

3 財務書類4表各表の特徴(読み方)

(1 )貸借対照表

地方公共団体が住民サービスを提供するために保有している資産と、その

資産をどのような財源で賄ってきたかを総括的に表示した一覧表で、「バラン

スシート」とも言います。

[何がわかるか]

・どのような資産をどのくらい保有しているか。

.将来世代の負担はどれくらいか。

・これまでの世代の負担はどれくらいか。

ヨこコE

[JL互E
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(2)行政コスト計算書

1年間の行政活動のうち福祉や教育等といった資産形成に結びつかない行

政サービスに係る費用と、その行政サービスの直接の対価(使用料、手数料

等)として得られた収益を対比させたものです。

なお、費用から収益を差し引いたものが「純行政コスト」であり、乙れは

収益以外の財源である税収・地方交付税・国補助金等で賄う額を表していま

す。

[何がわかるか]

・経常的な行政サービスにかかったコストはどれくらいか。

.受益者負担でどれほどコストが賄われたか。

-受益者負担以外でどれほどのコストが賄われたか。

(3)純資産変動計算書

貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目が 1年間でどのように変

動したかを表したものです。

行政コスト計算書で算定された純行政コストが税収・地方交付税・国補助

金等の財源でどう賄われているのかを表しています。

[何がわかるか]

・1年間の行政コスト(受益者負担以外)はどのように賄われているの

か。

-現世代までの負担とされる純資産がどのように変動したのか。

(4)資金収支計算書

1年間の資金の出入りの情報を、「業務活動収支」、「投資活動収支」及び「財

務活動収支」の 3つに分けて表したものです。

[何がわかるか]

・経常的な行政サービスの提供等に係る資金収支はどうなっているのか。

・固定資産の取得や売却、貸付金の貸付や回収等に係る資金収支はどう

なっているのか。

-地方債の発行や償還に係る資金収支はどうなっているのか。
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4 財務書類4表(簡易版)

組組弘の部
固定資産

有形固定資産

事業用資産
インフラ貧産
物品(減価償却含む)

無形固定資産

投資その他の資産
投資及び出資金(引当金吉む)

長期貸付金

基金

その他(上記以外)

涜動資産

現金預金
財政調整基金
その他(上記以外)

資産合計

純資産室動計算書

金 負債の部 金額

18，501 固定負債 15，119 

16，186 地方債 13，291 

3，643 退職手当引当金 1，785 
12，428 その他(上記以外) 43 
114 

20 流動負債 1，240 

2，294 1年内償還予定地方債 1，080 
1，528 賞与等引当金 131 

243 その他(上記以外) 30 
429 

94 負債合計 16，359 
純資産の部 金壷

「Q矛l純資産制

l1 18，867 I負債及び純資産合計

j J三コ一一一ー一ー
資金収支計算書 -"， 

金額

ム 48

金額

277 前年度末純資産残高

純行政コスト(s) I仁ム 5，800) 
財源 | 正函1
税収等 I 5，072 
国県等補助金 I 749 

資産評価差額

無償所管換等

歪0)11主
e ・本年度末純資産残高
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i※実線及び点線i立、4iJ 
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18，867 

(単位:億円)

特政コスト計宜書

I l1i旦 金壷
6，044 
3，793 

2，005 
1，127 
661 

2，251 

2，003 

121 

127 

207 

99 

辺呈

L些Z
88 
7 

82 
125 
6 
119 

経常費用

業務費用

人件費

物件費等
その他の業務費用

移転費用

補助金等

社会保障給付

その他(上記以外)

経常収益

使用料及び手数料

曜塩コスト
臨時損失
資産除売却損

損失補償等引当金繰入額

その他(上記以外)
臨時事I益
資産売却益
その他

続行政コスト ム』且Q.Q

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支

本年度資金収支額

本年度歳計外現金増減額

前年度末資金残高{歳計外を含む)

本年度末現金預金残高

51 

L'.2 

149 

で百司←:

(四捨五入のため、古計が合わない場合があります。)



5 各表の概要

(1 )貸借対照表(バランスシート)

ア概要

地方公共団体が住民サービスを提供するために保有している資産と、その

資産をどのような財源で賄ってきたかを総括的に表示した一覧表で、「バラン

スシート」とも言います。

{単位白樺円〉

資産の部
童量量

負置の務
金額

今僻仰間1>1貌僻{剛叫i 増誕 今期束。樟13.3t}震湖東側関"") 増減

隠定資産 1，910 固定負世 15，119 15，312 A 193 

有酪隠定資産 16，186 14，235 1，951 地方慣 13~91 13，287 3 

事業用資産 3，643 3白388 255 退鞍手当事1当金 1，785 1.977 t:. 192 
インフラ責産 12.428 10，731 1，697 その他{上記院外) 43 48 t:.4 
物品{草笛慣却吉む) 114 116 t:.1 
無形固定資産 22 t:.主 車勤負慣 1.240 1，292 t:. 52 
投翼その他の資産 2，334 t:. 40 1年向慣遺予定地方慣 1，080 1，134 t:. 54 
銚嫌21<1'"資金円 I~傘含む3 1，528 1.526 2 貰年寄引当金 131 127 4 

長緑黄{守金 243 285 A42 その他(上記以外} 30 32 t:.2 
基金 429 425 4 

その抽{上詑以外) 94 98 t:.4 ~慣合計 16，359 I 16，604 A 246 

経費産の溺
金銭

議動資産 366 291 75 今結束加".3.3昨 "湖'"側303.31) 増滅

現金積金 198 149 49 純資産合計 2.508 277 2.230 

財政劉聾基金 66 36 

そ叩他{上記以外} 66 76 t:. 10 

資産合計 18.867 ! 16.882 ; 1.985 現世及び純資産合計 18.867 16.882 1.985 

(I!I拍車入のため、合計が合わt.;い場合があります.) 

平成 30年度末の資産はl兆8，8 6 7億円、負債は 1兆6，3 5 9億円

で、純資産は2， 508億円となっています。

資産の内訳は、道路や建物等の固定資産がl兆8，5 0 1億円であり、現

金預金や財政調整基金等の流動資産が 366億円となっています。固定資産

の主なものは、道路等のインフラ資産がl兆2，4 2 8億円、事業用資産が

3， 643億円となっており、流動資産の主なものは、現金預金が 198億

円、財政調整基金が 102億円となっています。

一方、負債の内訳は、固定負債が l兆 5， 1 1 9億円、流動負債が

1， 240億円となっています。固定負債の主なものは、 l年内償還予定地

方債を除く地方債が 1兆3，2 9 1億円、退職手当引当金が 1，7 8 5億円

となっており、流動負債の主なものは、 1年内償還予定地方債が

1， 080億円、賞与等引当金が 131億円となっています。

なお、地方債は、流動負債に計上した l年内償還予定地方債を含めると、

1兆4，3 7 1億円となり、負債の 87. 8 %を占めています。
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イ前年度からの増減

①資産

有形固定資産は本県の持つ資産を精微に財務書類に反映させるため、他県

の資産計上の考え方等も踏まえて精査を行ったことにより 1，9 5 1億円増

加しました。また、投資その他の資産は、長期貸付金の減等により、 40億

円減少しました。流動資産は、現金預金や財政調整基金の増等により 75億

円増加しています。その結果、資産は前年度末から 1，985億円増加しま

した。

②負債

固定負債は退職手当引当金が減少したこと等により、 193億円減少しま

した。 流動負債は 1年内償還予定地方債が減少したこと等により、 52億円

減少しました。その結果、負債は前年度末から 246億円減少しました。

ウ県民 1人当たりのバランスシート

県民 1人当たりのバランスシートは、バランスシート上の各々の金額を平

成 31年1月1日現在の住民基本台帳人口で除して算出したものです。

県民 1人当たりの資産は 103万4千円と前年度に比べて 11万4千円の

増加となりました。

一方、県民 1人当たりの負債は89万7千円と前年度に比べて 8千円減少

しています。

① 資産

金額
資産の部

今期末(H31.3.31) 前期末(H30.3.31) 増減

固定資産 1，013，939円 904，501円 109，438円

流動資産 20，052円 15，850円 4，202円

資産合計 1，033，991円 920，352円 113，639円

住基人口 1，824，637人 1，834，269人 1:;，.9，632人

※四捨五入のため、合計が合わない場合があります。

② 負債及び純資産

金額
負債の部

今期末(H31.3.31) 前期末(H30.3.31) 増減

固定負債 828，580円 834，772円 ム 6，192円
流動負債 67，970円 70，459円 ム 2，488円
負債合計 896，550円 905，231円 ム 8，681円

純資産の部
金額

今期末(H31.3.31) 前期末(H30.3.31) 増減

純資産合計 137，441円 15，121円 122，320円

負債及び純資産合計 1，033，991円 920，352円 113，639円

住基人口 | 1，8瓦両日寸 1，834，269人 ム 9，632人

※四捨五入のため、合計が合わない場合があります。
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エバランスシートの主な項目

区 分 内 ~ 

事 業 用 資 産庁舎や学校等の行政サービスに供するもの

イ ンフラ資産道路、橋りょう、公園等の社会基盤となるもの
闇

定
物 品車両、美術品等の動産など

資

産

無形固定資産ソフトウェア、地上椋汐ょど

資 投資その他の資産
有価証券や出資金、長期貸付金、県債管理基金やその他の基金な

ど

産 現 金 預 金手許現金や要求払預金等の現金や現金同等物

未 収 金収入未済の収益又は財源のうち、 l年以内に発生したもの
流
動
短 期 貸 付 金貸付金のうち、翌年度に償還期限が到来するもの

資
産

基 金 財政調整基金

徴収不能引当金未収金に対する回収不能見込額

地 方 債地方債のうち、償還期限がl年を超えるもの

閤 長 期 未 払 金
既に物件の引渡しゃサービスの提供を受けたもので支払いが終了

定 していないもののうち、支払予定がl年を超えるもの

負

償 退職手当引当金全職員が該当年度末時点で退職した場合に必要となる退職手当

損失補償等引当金
地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担額に

負
算入される第三セクタ一等の損失補償債務等

l年内償還予定地方債 地方債のうち、償還期限が1年以内のもの

債

未 払 金
既に物件の引渡しゃサービスの提供を受けたもので支払いか終了

流
していないもののうち、支払予定が1年以内のもの

動
代金の納入は受けているが、これに対する義務の履行を行ってい

負 前 受 金
債

ないもの

賞与等引当金翌年度に支給される賞与のうち、当該年度に発生した分

預 り 金職員給与等から徴収した税金や契約保証金など
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(2) 行政コスト計算書

ア概要

1年間の行政活動のうち福祉や教育等といった資産形成に結びつかない行

政サービスに係る費用と、その行政サービスの直接の対価(使用料、手数料

等)として得られた収益を対比させたものです。

なお、費用から収益を差し引いたものが「純行政コスト」であり、これは

収益以外の財源である税収・地方交付税・国補助金等で賄う額を表していま

す。

(単位・億円)

平成30年度 平成29年度
増減額 増減率項目

金額 構成比 金額

経常費用 6，044 98，6目 6，364 A 320 ム 5，0百

業務費用 3，793 61.9目 3，991 A 198 

人件費 2，005 32.7目 2，302 A 297 A 12.9首

物件費等 1，127 18.4% 1，060 67 6.3日

その他の業務費用 661 10.8百 629 32 5日目

移転費用 2，251 36.7国 2，372 ム 121 ム5.1目

補助金等 2，003 32.7略 2，225 ム222 ム 10.0国

社会保障給付 121 2.日目 120 0.9也

その他(上記以外) 127 2.1也 28 日目 356.自由

経常収益 207 62.4目 205 2 0.9首

使用料及び手数料 99 29.9% 100 ム 1 A 0.8 % 

その他 108 32.5首 105 3 2.6百

純経常行政コスト 5，837 96.6% 6，159 A 322 ム 5.2覧

臨時損失 88 1.4百 64 24 37.3百

災害復旧事業費 74 1.2唱 39 35 88.6目

資産除売却損 7 0.1% 5 2 40.4見

損失補償等引当金繰入額 ー胃

その他(上記以外) B 0.1目 20 ム 13 ム 61.7% 

臨時利益 125 37.6% 104 21 19.7目

資産売却益 6 1.7唱 6 ム2.4覧

その他 119 35.9% 98 21 21.0目

純行政コスト 5，800 94.6百 6，119 A 318 A 5.2 % 

※四捨五入のため、合計が合わない場合があります。

※構成比における割合は、費用(経常費用及び臨時損失)及び収益(経常収益及び臨時利益)のそれぞれに

おける構成割合を表示しています。
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① 費用

平成30年度の費用合計は6，132億円であり、その内訳は、経常費用

が6，044億円、臨時損失が88億円となっています。

経常費用の内訳は、職員給料等の人件費が2，0 0 5億円、維持補修費・

減価償却費等を含む物件費等が 1， 1 2 7億円、地方債の支払利息やその他

の業務費用が661億円、市町等への補助金や社会保障給付を含む移転費用

が2，2 5 1億円となっています。

②収益

平成30年度の収益合計は332億円であり、その内訳は、経常収益が

2 0 7億円、臨時利益が125億円となっています。

経常収益の内訳は、使用料及び手数料が 99億円、財産運用収入や雑入等

のその他の経常収益が 108億円となっています。

③ 純行政コスト

費用合計から収益合計を差し引いた純行政コストは5，8 0 0億円であり、

費用全体に対する割合は 94. 6 %となっています。

イ 県民 1人当たりの純行政コスト

県民 1人当たりの純行政コストは、行政コスト計算書上の各々の金額を平

成31年 1月1日現在の住民基本台帳人口で除して算出したものです。

県民 1人当たりの費用は 33万6千円、収益は l万8千円で、純行政コス

トは 31万8千円となっています。

項目 平成30年度 平成29年度 増減

経常費用 331，249円 346，940円 "" 15，691円

経常収益 11，347円 11，185円 162円

純経常行政コスト 319，902円 335，755円 ム 15，853円

臨時損失 4，827円 3，498円 1，330円

臨時利益 6，832円 5，678円 1，154円

純行政コスト 317，897円 333，574円 ム 15，678円

住基人口 1，824，637人 1，834，269人 "" 9，632人

※四捨五入のため、合計が合わない場合があります。
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(3) 純資産変動計算書

ア概要

貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目が 1年間でどのように変

動したかを表したものです。

行政コスト計算書で算定された純行政コストが税収・地方交付税・国補助

金等の財源でどう賄われているのかを表しています。

純資産変動計算書 (単位・億円)

平成30年度末 平成29年度末 増減

前年度末純資産残高 277 782 ム505-ー・・ー・・ー・・ー・ー・・・.・ー・・・.・・...，・・ー・・・...・・・・..・・.....・・・ー...............・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ー・・・-ー・・ー・・ー・・・ー・..........・・・・ー・ー.....・・・ーーーー・ー・..
純行政コスト(ム) ム 5，800 ム 6，119 318 

財源 5，821 5，612 209 

税収等 5，072 4，806 266 

国県等補助金 749 806 ム57

資産評価差額 328 4 324 

無償所管換等 1，916 ム2 1，918 

その他 ム34 .d. 34 

本年度末純資産残高 2，508 277 2，230 

※四捨五入のため、合計が合わない場合があります。

平成 30年度末の純資産は、前年度末残高 277億円から 2，2 3 0億円

増加し、 2，5 0 8億円となっています。

純行政コスト 5，8 0 0億円に対して、税収等で 5，0 7 2億円、国等補

助金で749億円の財源で賄っています。また、本県の持つ資産を精微に財

務書類に反映させるため、他県の資産計上の考え方等も踏まえて精査を行っ

たことにより、資産評価差額で324億円、無償所管換等で 1，9 1 8億円

増加しましたー

この結果、純行政コストとの差引である純資産が2，230億円増加し、

本年度末純資産残高は2，5 0 8億円となっています。
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(4) 資金収支計算書

ア概要

1年間の資金の出入りの情報を、「業務活動収支」、「投資活動収支」及び「財

務活動収支」の3つに分けて表したものです。

(単位:億円)

科目 平成30年度 平成29年度 増減

【業務活動収支】

業務支出 5，671 5，720 ム49
業務費用支出 3，414 3，341 73 
人件費支出 2，193 2，215 ム22
物件費等支出 559 503 55 
その他{上記以外) 661 622 39 
移転費煎支出 2，257 2，379 ふ 122
檎助金等支出 2，009 2，231 ム222
社会保障給付支出 121 120 
その他{上記以外} 127 28 99 

業務収入 5，714 5.465 250 
税収等収入 5，072 4，807 265 
国県等補助金収入 441 454 ム13
その他{上記以外} 201 203 ム2
臨時支出 76 40 36 
臨時収入 54 28 26 
業務活動収支 21 ム268 289 
【投資活動収支]

投資活動支出 360 429 ム69
公共施設等整備費支出 159 193 D. 34 
基金積立金支出

1454 8 167 ム23
その他(上記以外) 69 ム12
投資活動収入 438 555 ム116
国県等補助金収入 256 325 D. 69 
基金取崩収入 67 144 ム77
その他{上記以外) 115 85 30 

投資活動収支 78 125 ム47
[財務活動収支】

財務活動支出 1，695 1，687 8 
地方償償還支出等 1，695 1，687 8 
財務活動収入 1，646 1，801 ム155
地方債発行収入等 1，646 1，801 ム155

!財務活動収支 ム48 114 ム163
|本年度資金収支額 51 D. 28 79 
|前年度末資金残高 128 155 ム28
|本年度末資金残高 179 128 51 

|本報末現金預錦高{量針悼を古む〉 198 149 49 

※四鎗五入のため、合計が合わない場合があります。
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① 業務活動収支

業務活動収支では、人件費や物件費等の支出と税収や国等補助金の収入が

計上されており、日常の行政活動による資金収支の状況が表示されています。

支出は大きいものから、人件費が2，193億円、補助金等が2，0 0 9億

円、物件費等が559億円となっています。一方、収入は大きいものから、

税収等が5，072億円、国等補助金が441億円となっています。

② 投資活動収支

投資活動収支では、公共資産の整備に係る支出とその財源である国等補助

金による収入や、基金の積立てに係る支出及び取崩しに係る収入等の状況が

表示されています。支出としては、公共施設等整備に 159億円、基金積立

に 144億円となっています。また、収入としては、国等補助金が

256億円、基金取崩が67億円となっています。

③財務活動収支

財務活動収支では、主に地方債の償還に係る支出や地方債の発行に係る収

入による資金の出入りの状況が表示されています。支出としては、地方債償

還支出等が 1，695億円となっており、収入としては地方債発行収入等が

1， 646億円となっています。

④ 資金残高

これらの収支の結果、 1年間で 51億円の歳計現金が増加しており、本年

度末資金残高は 179億円となっています。このため、本年度末歳計外現金

残高 19億円と合わせ、本年度末現金預金残高は 198億円となっています。
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貸借対照表
(平成31年3月31日現在)

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 1，850，071，302※ 固定負債 1，511，856，885 

有形固定資産 1，618，589，177※ 地方債 1，329，071，255 

事業用資産 364，331，086※ 長期未払金 1，040，440 

土地 170，086，449 退職手当引当金 178，459，679 

立木竹 14，069，734 損失補償等引当金 9，864 

建物 424，534，467 その他 3，275，647 
建物減価償却累計額 ム265，492，302 流動負債 124，021，282 

Z作物 93，312，706 1年内償還予定地方債 107，961，574 
工作物減価償却累計額 D. 73，809，612 未払金 512，138 
船舶 3，855，381 未払費用

船舶減価償却累計額 ム3.479，261 前受金 549，015 

浮標等 前受収益

浮標等減価償却累計額 賞与等引当金 13，084，932 

航空機 1，678，320 預り金 1，913，623 
航空機減価償却累計額 D. 671，328 その他

その他 負債合計 1，635，878，167 
その他減価償却累計額 【純資産の部】

建訟仮勘定 246，531 固定資産等形成分 1，865，021，553 
インフラ資産 1，242，820，351※ 余剰分(不足分) D. 1，614，241，424 
土地 198，691，789 

建物 13，404，252 

建物減価償却累計額 D. 4，087，879 
工作物 2，072，921，090 

工作物減価償却累計額 D. 1，042，040，788 
その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定 3，931，886 

物品 15.477，137 
物品減価償却累計額 D. 4，039，396 
無形固定資産 2，036，421 
ソフトウェア 2，022，541 

その他 13，880 
投資その他の資産 229，445，704 

投資及び出資金 152，935，194 

有価証券 2，267，779 

出資金 150，667.415 
その他

投資損失引当金 D. 116，680 
長期延滞債権 9，736，488 

長期貸付金 24，295.428 
基金 42，928，041 

滅債基金 26，757，914 

その他 16，170，127 

その他

徴収不能引当金 ム 332，767
流動資産 36，586，994 

現金預金 19，778，508 

未収金 2，188，651 

短期貸付金 4，787，288 

基金 10，162，964 

財政調整基金 10，162，964 

減債基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金 D. 330，417 純資産合計 250.780，129 
資産合計 1，886，658，296 負債及び純資産合計 1，886，658，296 

(単位・千円)

※下位項目との金額差は、単位宋満の四捨豆入によるものです。
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行政コスト計算書
自平成30年4月1日

至平成31年3月31日

科目

経常費用

業務費用
人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他
物件費等
物件費

維持補修費
減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息
徴収不能引当金繰入額

その他
移転費用
補助金等

社会保障給付
他会計への繰出金

その他
経常収益

使用料及び手数料
その他

純経常行政コスト

臨時損失
災害復旧事業費

資産除売却損
投資損失引当金繰入額
損失補償等引当金繰入額

その他
臨時利益
資産売却益

その他

純行政コスト

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。
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(単位:千円)

金額

604，408，838※ 
379，308，716※ 
200，518，744 
182，297，605 
13，084，932 
398，823 
4，737，384 
112，693，340 
34，147，864 
21，002，043 
56，900，950 
642，483 
66，096，632※ 
9，741，223 
430，579 
55，924，831 
225，100，122 
200，303，522 
12，088，921 
12，442，541 
265，138 
20，704，572 
9，919，101 
10，785，4 71 
583，704.267※ 
8，808，075 
7，372，512 
654，351 
5，829 
342 
775，041 
12，466，198 
568，157 
11，898，041 

580，046，144 
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(単位:千円)

ιn 
<J1 

科目 合計 固定資産 余剰分
等形成分 (不足分)

前年度末純資産残高 27，735，747 1，671，815，379 ム 1，644，079，632

純行政コスト(ム) ム 580，046，144 ム 580，046，144

財源 582，086，977 582，086，977 

税収等 507，207，610 507，207，610 

国県等補助金 74，879，367 74，879，367 

本年度差額 2，040，833 2，040，833 

固定資産等の変動(内部変動) ム 27，797，375 27，797，375 

有形固定資産等の増加 15，870，461 ム 15，870，461

有形固定資産等の減少 ム 45，585，231 45，585，231 

貸付金・基金等の増加 19，685，980 ム 19，685，980

貸付金・基金等の減少 ム 17，768，585 17，768，585 

資産評価差額 32，775，580 32，775，580 

無償所管換等 191，626，121 191，626，121 

その他 L::，. 3，398，152 ム 3，398，152

本年度純資産変動額 223，044，382 193，206，174 29，838，208 

本年度末純資産残高 250，780，129 1，865，021，553 L::，. 1，614，241，424 

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。



資金収支計算書
自平成30年4月1日
至平成31年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

業務支出 567，094，023 
業務費用支出 341，371，714 
人件費支出 219，344，468 
物件費等支出 55，878，538 
支払利息支出 9，741，223 
その他の支出 56，407，485 
移転費用支出 225，722，309 
補助金等支出 200，925，709 
社会保障給付支出 12，088，921 
他会計への繰出支出 12，442，541 
その他の支出 265，138 

業務収入 571，413，717※ 
税収等収入 507，240，990 
国県等補助金収入 44，069，734 
使用料及び手数料収入 9，923，101 
その他の収入 10，179，893 
臨時支出 7，626，774 
災害復旧事業費支出 7，372，512 
その他の支出 254，262 
臨時収入 5，420，833 
業務活動収支 2，113，754※ 
【投資活動収支】
投資活動支出 35，993，512 
公共施設等整備費支出 15，870，461 
基金積立金支出 14，368，629 
投資及び出資金支出 437，071 
貸付金支出 5，317，351 
その他の支出

投資活動収入 43，826，457 
国県等補助金収入 25，571，289 
基金取崩収入 6，705，361 
貸付金元金回収収入 11，063，225 
資産売却収入 486，582 
その他の収入

投資活収支 7，832，945 
【財務活動収支】
財務活動支出 169，469，750※ 
地方債償還支出 169，135，148 
その他の支出 334，603 
財務活動収入 164，635，373 
地方債発行収入 164，635，373 
その他の収入

財務活動収支 ム4，834，377
本年度資金収支額 5，112，321 ※ 
前年度末資金残高 12，752，565 

本年度末資金残高 17，864，886 

(単位:千円)

前年度末歳計外現金残高 I 2，118，442 
本年度歳計外現金増減額 | ム204β19
本年度末歳計外現金残高 I 1，913，623 

本年度末現金預金残高 I 19，778，508※ 

※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。
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一般会計等財務書類注記

1重要な会計方針

(1)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

①有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア昭和 59年度以前に取得したもの・・・・・・・・・・・再調達原価

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

イ昭和 60年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの・..........・・・・・取得原価

取得原価が不明なもの・.. . . . . . . . . . . . . . . . . . .・再調達原価

②無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

取得原価が判明しているもの・..........・・・・・取得原価

取得原価が不明なもの・0.0...................再調達原価

(2 )有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

①満期保有目的有価証券・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・償却原価法(定額法)

②満期保有目的以外の有価証券

ア市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格

(売却原価は移動平均法により算定)

イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価

③出資金

ア市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格

(売却原価は移動平均法により算定)

イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・出資金額

(3 )棚卸資産の評価基準及ひ評価方法

棚卸資産は保有していません。

(4)有形固定資産等の減価償却の方法

①有形固定資産(リース資産を除きます。)・・・・・・・・・定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 10年~5 0年

工作物 10年~8 0年

物品 3 年~22年

マ，
E
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②無形固定資産(リース資産を除きます。)・・・・・・・・・定額法

③リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産(リース期聞が1年以内のリース取引、

リース契約1件あたりのリース総額が 300万円以下又はリース契約の内訳が複数物件となる場

合は1物件 100万円未満のファイナンス・リース取引を除きます。)

・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

(5 )引当金の計上基準及び算定方法

①投資損失引当金

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体(会計)に対するものについて、実質

価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。

②徴収不能引当金

未収金、長期延滞債権及び貸付金については、過去5年間の平均不納欠損率により又は個別

に回収可能性を検討し、徴収不能見込額を計上しています。

③退職手当引当金

期末自己都合要支給額を計上しています。

④損失補償等引当金

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関す

る法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。

⑤賞与等引当金

翌年度6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額

について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

(6) リース取引の処理方法

①ファイナンス・リース取引

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引(リース期間が1年以内のリース取引、リース契約

1件あたりのリース総額が 300万円以下又はリース契約の内訳が複数物件となる場合は

1物件 100万円未満のファイナンス・リース取引を除きます。)

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ ア以外のファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

②オベレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
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(7)資金収支計算書における資金の範囲

現金(手許現金及び要求払預金)及び現金同等物

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含

んでいます。

(8 )その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

①物品及びソフトウェアの計上基準

物品については、取得価額曳は見積価格が 100万円(美術品は300万円)以上の場合に資産

として計上しています。

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

②資本的支出と修繕費の区分基準

資本的支出と修繕費の区分基準については、固定資産の価値を高め、又はその耐久性を増す

と認められる支出を資本的支出と区分し、通常の維持管理のため又はき損した固定資産につき

その原状を回復するために要したと認められる支出を修繕費と区分しています。

2 重要な会計方針の変更等

( 1) 資産の評価方法及び資産計上の考え方等の変更

土地の資産価値を正確に把握するため路線価が定められた地域においては、市町村別、地目別

の平均単価から正面路線価で評価することとしました。

県管理の施設である工作物(砂防・地すべり・海岸)については、自己資産に資産計上の考え

方を変更しました。

これらの変更により、貸借対照表の有形固定資産が 195，129百万円増加し、純資産変動計算書

の資産評価差額が 32，381百万円、無償所管換等が 191，820百万円増加しました。

3重要な後発事象

(1) 重大な災害等の発生

なし
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4偶発債務

(1 )保註債務及び損失補償債務負担の状況

他の団体(会計)の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。

履行すべき額が確定していない

団体名 確定債務額
損失補償債務等

損失補償等引当金 貸借対照表

計上額 未計上額

(公財)三重県農林水産支援センタ} 4，117千円 1，764千円

三重県信用保証協会 96千円 234，568千円

(公財)三重県産業支援センター 5，651千円 192，410千円

東海労働金庫 145千円

言十 9，864千円 428，887千円

(2 )係争中の訴訟等

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているものは次のとおりです。

件数 11件

請求金額 262，988千円

5追加情報

(1)財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

①一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。

一般会計

三重県県債管理特別会計

地方独立行政法人三重県立総合医療センター資金貸付特別会計

三重県母子及び父子並びに寡婦福祉資金貸付事業特別会計

三重県立子ども心身発達医療センター事業特別会計

三重県就農施設等資金貸付事業等特別会計

三重県林業改善資金貸付事業特別会計

三重県沿岸漁業改善資金貸付事業特別会計

三重県中小企業者等支援資金貸付事業等特別会計

②一般会計等と普通会計の対象範囲に差異はありません。

総額

5，881千円

234，664千円

198，061千円

145千円

438，751千円

③地方自治法第235条の 5に基づき出納整理期聞が設けられている会計においては、出納整理

期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

④千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。
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⑤地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりで

す。

実質赤字比率 連結実質赤字比率| 実質公債費比率 将来負担比率

14.2% I 186.2% 

⑥利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 898，870千円

⑦繰越事業に係る将来の支出予定額 34，452，052千円

③過年度修正等に関する事項 なし

(2 )貸借対照表に係る事項

①売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。

ア範囲

令和元年度当初予算において、財産収入のうち不動産売払収入又は物品売払収入として予算

措置されている公共資産を計上しています。

イ内訳

土地(事業用) 335，867千円

物品 78.443千円

合計 414，310千円

②減債基金に係る積立不足額

実質公債費比率の算定上の積立不足額はありません。

③基金借入金(繰替運用)残高

年度末時点での繰替運用残高はありません。

④地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に

含まれることが見込まれる金額 948，489，999千円

⑤地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおり

です。

標準財政規模 433，108，458千円

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 75，716，937千円

将来負担額 1，671，835，646千円

充当可能基金額 43，508，014千円

特定財源、見込額 14，303，026千円

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 948，489，999千円

⑥貸借対照表に計上されたりース債務金額 3，089，478千円

⑦管理者(県)と所有者(国)が異なる指定区間外の国道や指定区間の一級河川等は次のとお

りです。なお、当該資産は貸借対照表の資産に計上されません。
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ア指定区間外の国道

科目 取得価額等 減価償却累計額 簿価

土地 57，435，287千円 57，435，287千円

工作物 656，236，635千円 340，617，044千円 315，619，591千円

その他 2，989，903千円 2;989，903千円

合計 716，661，826千円 340，617，044千円 376，044，782千円

イ 指定区間の一級河川等

科目 取得価額等 減価償却累計額 簿価

土地 56，655，481千円 56，655，481千円

工作物 333，118，818千円 201，597，288千円 131，521，531千円

その他 1，103，877千円 1，103，877千円

合計 390，878，176千円 201，597，288千円 189，280，889千円

※千円未満を四捨五入して表示しているため、合計及び簿価が一致しない場合があります。

(3 )純資産変動計算書に係る事項

純資産における固定資産等形成分及び余剰分(不足分)の内容

① 固定資産等形成分

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。

② 余剰分(不足分)

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

(4)資金収支計算書に係る事項

①基礎的財政収支 19，687，921千円

②既存の決算情報との関連性

歳入歳出決算書(一般会計)

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額

繰越金に伴う差額

会計聞の繰入・繰出による差額

歳計剰余金の処分による差額

合計(資金収支計算書計上額)

収入(歳入) 支出(歳出)

732，437，526千円 715，656，619千円

183，167，424千円 182，083，446千円

ム11，802，565千円

6.118，506，006千円 6.118，506，006千円

950，000千円

785，296，380千円 780，臥

※千円未満を四捨五入して表示しているため、合計の金額と一致しない場合があります。
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※歳入歳出決算書(一般会計)と資金収支計算書は以下の項目により相違します。

-財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額

歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲としているのに対し、資金収支計算書は「一般

会計等」を対象範囲としています(一部の特別会計の分だけ相違する。)。

-繰越金に伴う差額

歳入歳出決算書では収入として計上していますが、資金収支計算書では計上されません。

.会計聞の繰入・繰出による差額

歳入歳出決算書ではそれぞれ収入及び支出として計上していますが、資金収支計算書では

計上されません。

-歳計剰余金の処分による差額

歳入歳出決算書では支出として計上されませんが、資金収支計算書では計上しています。

③資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額の内訳

盗金卑茎量筆宣

差翠孟塾盤茎

投資活動収入の国県等補助金収入

未収債権、未払債務等の増加(減少)

減価償却費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

徴収不能引当金繰入額

投資損失引当金繰入額

資産除売却損益

純資産変動計算書の本年度斧額

④一時借入金

生且3，75生王E
25，571，289千円

43，954，053千円

ム56，900，950千円

ム13，084，932千円

ム398，823千円

ム430，579千円

ム5，829千円

1，222，850千円

急坐色鎧旦王国

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。

一時借入金の限度額 150，000，000千円

一時借入金に係る利子額 746千円

⑤重要な非資金取引

重要な非資金取引は以下のとおりです。

新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額 409，722千円

(5 ) その他財務諸表の内容を理解するために必要と認められる事項

国民健康保険制度改革により三重県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的

な事業の確保等を図るため平成30年度から国民健康保険事業特別会計を設置しました。
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(1 )資産項目の明細

定資産の明細

r事、重言事多目日￥E望者..; 【目|
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@基金の明細

種須 現金現金 有価柾券 土地 その他

三..県財政調整義金 9.797，209 365，754 。
三1I県S侵害教助II金 1，124，ooa 。 。
三重県郷市計画土地区画筆理事案滑3軍基傘 416，829 15，561 。
三..県福祉基金 :m.139 9，413 。
三重県体育スポーツ銀興益金 24限，955 9，107 。
三重県県備管理基金 3，441，060 2.3，316，854 。
三重県昭和学寮罰事人材育成基金 147，972 5，524 。
三重県中小企業銀興基金 745.185 27，820 。
三重県文化振興基金 164，212 6，130 。
三重県地織衰退体系盤情II金 812.，592 30，336 。
三重県環境保全基金 2.314，490 86，40E 。
三重県先電用舗殴周辺地様援興基金 341i，7因。 。 。
三重県中山間・ふるさとホと土保全基金 545，970 20，382 。
三重県介撞保険財政安定化基金 2.479，142 。 。
三重県議枠霊備地域活働支銀事*"金 5，609 '" 

。
三重県国民健日康保険広域化等実媛基金 z“617 。 。
=..県高等学校専修学奨学基金 1，724，322 64，373 。
三E曝後期前前者医療財政安定化基金 751，426 。 。
三重県ふるさと応媛寄付金基金 5，047 1BB 。
三重県摘費者行政活怯化基金 39，136 1.461 。
三重県安心=ども基金 432.848 16，159 。
三重県議柊警備加速化・林業再生基金 157，520 5.81J1 。
三.. 拠地織医様事厚生簡略特例益金 8.744 '" 

。
三重県南部地情活怯化基金 8251 '" 

。
三活3動庫促県災進害基ボ金ランティア支緩及び特定非嘗刺 16，095 601 。
三重県国民体宵大会童書基金 1，305，343 48，732 。
みえ轟と締の県民税菖金 81，399 3，039 。
三重県農地中間管理事業等推進基金 36Z，334 13，5Z7 。
子どもII金 40，783 1，5Z3 。
三重県地域医疲介盤総合否定保基金 877，004 3Z，741 。
三重県園民健康保蛾財政安定化益金 3，449，708 lZB，786 。
温E.!支E慢県地基蟻金と若者の未来を箔〈学生奨学金返 8.911 33' 。
伊掛志摩サミット基金 103，519 3，865 。

合計 Z9，0G4A51 Z4，086，553 。

採手円未Z簡を四鎗豆入して表示しているため‘合計(貸借対照表計上舗)が実際の貯よ銀と一致しない場合があります.

誤認三重県災害救助基金はよE以外に.動産を保有しています.
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(貸借対合照計表計よ額)
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。 4Z，30凶

。 909，745 Z，688，591 

。 3.57B.494 3，576，自10

。 9，Z44 6，3JZ 

。 107，384 143，3Z5 
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⑤置付金の明細 {単位.予円)

長期貸付金 短期貸付金
貸(多付宥金)針相手先名または櫨別

徴収不計上能引甑当金 徴収不計主能観引当金貸借対照表計よ舗 貸借対照畿計上廻

災害揖腹資金貸付金[平成田年災} 11，490 。 。 。 11，490 

介輝福祉士等修学資金貸付金 54 。 130 。 184 

分趨保険財政安定化基金貸付金 11，30日 。 11，300 。 22，600 

者蜂職員修学資金貸付金 412，616 。 。 。 412，616 

病院事象会計貸付金 4，830，592 。 印刷凹 。 5，420，592 

国民健康保険広嶋化支揖事業貸付金 240，8ゆ0 。 113，600 。 354，400 

医師修学賞金等貸付金 3，774，641 。 。 。 3，774，641 

S信利彼ヱ土修学成金貸付金 3，528 。 。 。 日281

総合医療センター資金貸付金 1，430，650 。 447，582 。 1.878，232 

母子.1>.ぴ父子並びに寡鋤福祉資金貸付金 1，744，785 。 299，394 。 2.044，179 

公益社団法人木管=lJI水源公社 1，428，186 。 8，422 。 1，436，608 

関西国際空港(練]貸付金 56，550 。 2，433 。 58，983 

中部国際空港{徐〉貸付金 1，880，501 。 87，012 。 1，967，512 

伊傍若フェリー(繰)貸付金 112.000 。 。 。 112，000 

市町の地織カ支握資金貸付金 350，357 。 138，907 。 489，264 

就.!l霞寄資金貸付金 171，172 。 45，188 。 216，360 

林業・木材産業改善賞金貸付金 89，224 。 10，778 。 100，002 

，位陣櫓象il!<著資金 19，020 。 8，062 。 27，082 

獣庫支援資金(研修準備賞金) 9，130 。 10，034 。 19，163 

z重県森林霊備加速化・林業再生基金貸付金 1，120，000 。 100，000 。 1，220，000 

みえ.碕ヱ連梅推進ファンド車業貸付金 。 。 2，300，000 。 2，300，000 

高II化資金 3，559，784 。 183，744 。 3，743，528 

小鰻模企業者等監備賞金貸付金 91，534 。 70，692 。 162，226 

新殴備貸与穆業貸付金 95，821 。 11，926 。 107，746 

同和対様相候業訓練貸付金 10，667 。 。 。 10，667 

=重県高等学校棒惨学奨学金返還金 1，940，468 。 334，221 。 2，274，688 

三重県高等学校等修学奨学会遇払い戻入未払金 。 。 70 。 70 

二重県高等学校定時制課程及び通信噺j課程修学奨励金返還金 900，558 。 13，793 。 914，352 

合肝 24，295，428 。 4，787，288 。 29，0自2.716

潔子同朱満を四被軍入して表示しているため‘合計等がー致し古い場合があります.
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⑥長期延滞債権の明細 (単位田千円)

相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計よ額

【貸付金】

介護福祉士等修学資金貸付金 63 。
高齢者住宅整備資金貸付金 11，580 808 

医師修学支援等貸付金 15，200 19 

障害者住宅整備資金貸付金 10，543 。
母子及び父子並びに寡婦福祉資金貸付金 342，410 。
農業改良資金貸付金 13，879 。
林業・木材産業改善資金貸付金 8，199 281 

沿岸漁業改善資金貸付金 24.740 。
高度化資金 2，924，769 156，344 

設備近代化資金 52，426 655 

z重県晶等学校等修学奨学金返還金 57，744 。
=重県高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励金返還金 769 。
=重県高等学校等進学奨励金返還金 24，390 。
=重県大学等進学賞金貸付金返還金 5，034 。

小宮十 3，491，745 158，107 

【未収金】

県税等未収金 1，776，170 141，555 

その他の未収金

使用料及び手数料 32，138 6，221 

分担金及び負担金 49，896 9，109 

その他 4，386，538 17，776 

小計 6，244，743 174，660 

合計 9，736，488 332，767 

※千円未満を四捨五入して表示しているため、合計等が一致しない場合があります。

⑦未収金の明細 (単位千円)

相手先名または種別 貸借対照表計よ額 徴収不能引当金計上額

【貸付金】

看護職員修学資金貸付金 603 。
母子及び父子並びに寡婦福祉資金貸付金 29，284 。
画度化賞金 4，574 。
ニ重県高等学校等修学奨学金返還金 28，731 。
三重県高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励金返還金 19 。
ェ重県高等学校等進学奨励金返還金 2，324 。

小計 65，536 。
【未収金】

県税等未収金 1，240，777 98，675 

その他の未収金

使用料及び手数料 1，649 1，237 

分担金及び負担金 13，743 3，338 

その他 866，946 227，167 

小E十 2，123，115 330，417 

合計 2，188，651 33日，417

※干円未満を四捨五入して表示しているため、合計等が一致しない場合があります。
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(Z)負債項目の明細

①地方債f借入先別)の明細

祖舗 地方債桟高 政府資金
地"公共団体

市中蝿行
その他的

市曙公耳慣
うち1年内慣量予定 童融圏構 金調陣偶鯛 ラち発問先行使 7ち住畏公募債

【量測信分2 627.054.847 E匝.322.171 128.901，867 66，114，817 374，984.430 21，956.975 8.494.601 3.000.000 

_，陸公共事. 199，5日1，295 13.780.763 88.886.542 165，878 120，443.167 4，612.109 3.387.日日t 3.000ρ00 

公省港主宅値段 1.331.364 190，030 527.324 479.182 324，858 。 。 。

"書.凪 23.630.450 5，121，161 23.308.992 。 341.458 。 。 。

.宵循鍾鎗髭 15，604.314 1，884.029 1，959，553 1，288.303 11.717，625 638，833 。 。

ー級以~.. 278.781，027 24，544.045 5，104.331 53，170，133 194，491.648 13，382.917 4.992.000 。

そ旬憧 108，2ロ6，397 10，802.143 29，115，125 11.011，323 47，685.676 3.32.3.116 115.000 。

Z拘別分3 80由，977，982 51.1139，403 159，471，274 55，292，640 322，738.640 "ρ84.029 171.505，39自 87.000，000 

随時財政対叢慣 572，073.938 26，152，959 97，680，530 52，874.826 179.713，657 54.513，925 168，311.000 81.000.000 

..o舗てMl 4.602，3画。 1，453，633 。 。 3，041.308 1，561.052 。 。

退.手当偶 29，820.250 5，510，625 。 。 27，124，750 2，495，500 。 。

その鎗 203，681.434 18，522，186 61，8tO，744 2.417，814 112，858，925 17，513，552 3，t94，399 。

台育十 1，437.032，829 107，961.514 z8自，373，141 121，407，457 1i97，723ρ70 98，041.004 160.000，000 90，000.000 

地域霞購

⑩由方債(返済期間別)由明細

地桜蔵賄

1.437.032.829 

| 思議臨 I -- I 
11  

【単俊千円3、.‘"'，-，-.-"

その他

26，802，157 

2.006，000 

。

。

。

7.640.000 

16.956，151 

24.886ρ00 

19，000，000 

。

。

5，866.0日。

51，48日，157

縄駐ー干円
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⑤引当金の明細

区分 前年度末強高 本年度増加額

投資損失引当金 110.851 5.829 

徴収不能引当金 701.974 。
退職手当引当金 197.692.386 398.823 

損失補償等引当金 9.522 684 

賞与等引当金 12.677目949 13.084目932

合計 211.192.682 13.490.268 

※千円未満を四捨五入して表示しているため、合計等が一致しない場合があります。

2.行政コスト計算書白内容に関する明細

(1 )補助金等の明細

区分

他国体への公共施殻等整備補助金等
{所有外資産分}

その他田補助金等

合計

名称 相手先

国道関係資産 国

国道以外(珂111.砂防、嵩岸等)関埠責産 国等

計

地方消費税交付金 市町

介聾給付費県負担金 市町等保険者

後期寓齢者医療費県負担金 後期高齢者医療広域連合

障害者介護給付費負担金 市町

その他

計

※千円未満を四捨五入して表示しているため、合計等が一致しない場合があります。

(単位:千円)

本年度減少額

目的使用 その他
本年度末残高

116.680 

38.790 663.184 

19.631.530 178.459.679 

342 9.864 

12.677，949 13.084.932 

32.348.269 342 192.334.339 

(単位千円)

金額 支出目的

3.404.429 指定区間外由国道に関する支出

3.016，931 指定区岡田一級河川等に関する支出

6.421~60 

33.809.625 清算後由地方消費税収入額由一定割合を市町に対して交付

22.725.641 保険者の年間の介護給付費見込額(標準給付費}に要する費用の県負担金

16，526~61 寓齢者(現役並み所得者を除<)に係る療養由給付等に要する費用田県負担金

7，809.907 障害福祉サービスの提供対L市町が給付する費用の一部を負担

113，010ρ28 

193，882.162 

200，303，522 



3 純資産変動計算書の内容に関する明細

(1)財源由明細

会計 区分 財源の内容

県税

地方消費税清算金

地方議与税

地方特例交付金

地方交付税

税収等 交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

寄附金

一俄会計等 繰入金

諸収入

小百十

資本的 国庫支出金

補助金 百十

国県等補助金 経常的 国庫支出金

補助金 E十

小計

合計

※千円来満を四捨豆入して表示しているため、合計等が一致しない場合が晶ります。

(2)財源情報の明細

区分 金額
国県耕需助金

純行政コスト 580，044，644 63，256，925 

有形固定資産等の増加 15，870，461 4，983，996 

貸付金・基金等の増加 19，685，980 1，400，101 

その他 。 。
合計 615，601，085 69，641，023 

出千円来買を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場告があります.

4，資金収支計算書の内容に関する明細

(1 )資金の明細

(単位:千円)

金額

265，885，847 

66，854，237 

32，717，632 

930，800 

137，943，927 

431，401 

2，338，040 

55，431 

50，295 

。
507，207，610 

30，809，673 

30，809，673 

44，069，694 

44，069，694 

74，879，367 

582，086，977 

内訳

地方慣 税収等

156，441，243 262，125，113 

7，607，435 611，175 

586，694 9，653，999 

。 。
164，635，373 272，390，287 

(単位;千円)

種類 本年度末残高

現金 1，611，782 

預金等 16，125，465 

出納整理期間中の資金収支額 2，041，261 

合計

※千円未講を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合が晶ります。

ー72-

(単位千円)

その他

98，221，362 

2，667，854 

8，045，186 

日

108，934，402 


